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一人ひとりがその人らしく生きるまちだプラン 

（第４次町田市男女平等推進計画）の策定にあたって 

 

 

 

町田市は、男女が平等で一人ひとりの人権を尊重し、個性と能

力を十分に発揮しながら、自立して生きることのできる社会をめ

ざして、２００１年に「男女平等参画都市宣言」を行いました。

そして、この宣言に基づき「町田市男女平等推進計画」を策定し、

男女平等推進に関する施策を推進してきたところです。 

２０１３年に「第３次町田市男女平等推進計画」を策定してか

らこれまでの間、人々の価値観や生活様式の多様化、少子高齢化

の急速な進展、人口減少社会への突入など社会環境は大きく変化

しています。 

併せて、家庭や職場、地域社会における固定的な性別役割分担意識による家事、育児、介護の

分担の偏りや、男性の長時間労働の慣行が根強く残り、配偶者等からの暴力の防止や、仕事と家

庭生活の調和に向けた支援など、引き続き取り組まなければならない様々な課題があります。 

一方で、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が制定されるなど、女性に対す

る社会参画の期待が高まりを見せています。 

このような社会環境の変化や諸課題に的確に対応した男女平等施策を市として展開するため、

このたび「一人ひとりがその人らしく生きるまちだプラン（第４次町田市男女平等推進計画）」

を策定いたしました。本計画では「一人ひとりの人権を尊重するまち」、「一人ひとりが個性と能

力を生かして活躍できるまち」の二つをめざすべき姿とし、その実現に向けて市民や関係団体の

皆様と連携・協働した取り組みを着実に進めてまいります。 

最後に本計画の策定にあたり、貴重なご意見、ご提言を賜りました町田市男女平等参画協議会

の皆様をはじめ市民の皆様や関係団体の皆様に心よりお礼を申し上げます。 

 

 

２０１７年３月 

 

町田市長 石阪 丈一 
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第１章 総論 
 

１ 計画策定の趣旨 

町田市では、２００１年（平成１３年）２月に男女が平等で、一人ひとりの人権を尊重し合い、

個性と能力を十分に発揮し、自立して生きる社会をめざし、「男女平等参画都市宣言」を行いまし

た。宣言を踏まえ、２０１３年（平成２５年）３月に策定した「第３次町田市男女平等推進計画」

に基づき、男女平等参画に関する施策を総合的に推進してきました。 

本市のこれまでの取り組みにより、市民の固定的な性別役割分担意識の改善が図られ、男女平等

意識の向上に一定の成果が見られています。一方で、雇用形態の多様化、少子高齢化の進行、未婚・

離婚及び単身世帯・ひとり親世帯の増加など、社会環境は刻々と変化を遂げており、的確に対応し

ていく必要があります。 

２０１５年（平成２７年）８月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍

推進法）」が制定され、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進する方向が定められ

ました。これにより、市町村における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての

計画を定めることが努力義務となり、本計画は男女平等推進において重要な役割を果たしていきま

す。 

今後の本市における男女平等参画に関する取り組みを一層充実し、総合的かつ計画的に推進する

ため、本計画を策定します。 

 

  



 2 

２ 計画策定の背景 

（１）世界の動き 

●国際婦人年の最後の年である１９８５年（昭和６０年）７月にナイロビで「国連婦人の１０年最終年

世界会議（第３回世界女性会議）」が開催され、西暦２０００年に向けた行動指針である「ナイロビ将

来戦略」が採択されました。 

●１９９３年（平成５年）１２月に国連総会で「女性に対する暴力の撤廃に関する宣言」が採択さ

れ、女性に対する暴力が重大な人権侵害であり、その根絶が急務であることが確認されました。 

●１９９５年（平成７年）９月に北京で「第４回世界女性会議」が開催され、｢ナイロビ将来戦略｣

について各国の進捗状況を把握するとともに、２１世紀に向けて真の男女平等を実現するために

「女性のエンパワーメント」「女性の人権の尊重」「パートナーシップ」の３つの柱を国際的指針

として取り上げた「北京宣言及び行動綱領」が採択されました。 

●２０００年（平成１２年）６月にニューヨークで「女性２０００年会議：２１世紀に向けての男

女平等・開発・平和」が開催され、「北京宣言及び行動綱領」に基づいた各国の取り組みの成果

を確認するとともに、さらに強化すべき取り組みを共有し、「成果文書」と「政治宣言」が採択

されました。 

●２００５年（平成１７年）１２月にニューヨークで「第４９回国連婦人の地位委員会（北京＋１

０）」が開催され、「北京宣言及び行動綱領」などの評価・見直しを目的とした、１０項目にわた

る女性の地位に関する決議が採択され、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントの推進が持続

可能な開発のために不可欠であることが示されました。 

●２０１０年（平成２２年）３月にニューヨークで「第５４回国連婦人の地位委員会（北京＋１５）」

が開催され、国連機能強化におけるジェンダー４機関の統合などの決議が採択されました。その

結果、２０１１年（平成２３年）１月に「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国

連機関（ＵＮＷｏｍｅｎ）」が発足し、女性の政治参画とリーダーシップの促進、女性の経済的

エンパワーメント等を重点分野として取り組んでいます。 

●２０１５年（平成２７年）３月に「第５９回国連婦人の地位委員会（北京＋２０）」がニューヨ

ークで開催され、「北京宣言及び行動綱領」の確実な実現に向けて具体的な行動を取ることが表

明されました。 
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（２）国の動き 

●国では、１９９９年（平成１１年）６月に「男女共同参画社会基本法」が制定され、男女が、互

いにその人権を尊重し、責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮

することができる男女共同参画社会の実現を、２１世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位

置づけました。これに基づいて２０００年（平成１２年）１２月に「男女共同参画基本計画」が

策定され、その後、２００５年（平成１７年）１２月に「男女共同参画基本計画（第２次）」、２

０１０年（平成２２年）１２月に「第３次男女共同参画基本計画」と改定が行われ、社会の変化

に対応し男女平等の実現に向けた取り組みの推進がなされてきました。 

●２０１３年（平成２５年）７月に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（Ｄ

Ｖ防止法）」の一部改正が行われました。これにより、生活の本拠を共にする交際相手からの暴

力およびその被害者についても、配偶者からの暴力及びその被害者に準じて、法を適用すること

とし、法律名も「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に改められました。 

●２０１５年（平成２７年）８月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が制定さ

れました。その中では、女性の採用・登用・能力開発のための事業主行動計画の策定が国や地方

公共団体、民間事業主に義務付けられる※とともに、地方公共団体に当該区域内における女性の

職業生活における活躍についての推進計画の策定が努力義務とされました。 

※労働者が３００人以下の民間事業主については努力義務 

●２０１５年（平成２７年）１２月に「第４次男女共同参画基本計画」が策定され、２０２０年度

までの男女共同参画施策について基本的方向や具体的な取り組みがまとめられました。その中で

は、「男性中心型労働慣行等の変革等を通じ、仕事と生活の調和が図られ、男女が共に充実した

職業生活その他の社会生活及び家庭生活を送ることができる社会」等の４つのめざすべき社会が

掲げられました。 
 

（３）東京都の動き 

●１９９８年（平成１０年）３月に男女平等推進のための東京都行動計画として、｢男女が平等に

参画するまち東京プラン｣が策定されました。また、２０００年（平成１２年）３月に全国の自

治体に先がけて東京都男女平等参画基本条例が制定され、２００２年（平成１４年）１月に新たな

行動計画「男女平等参画のための東京都行動計画（チャンス＆サポート東京プラン２００２）」

が策定されました。その後、２００７年（平成１９年）３月に「男女平等参画のための東京都行

動計画（チャンス＆サポート東京プラン２００７）」、２０１２年（平成２４年）３月に「男女平

等参画のための東京都行動計画（チャンス＆サポート東京プラン２０１２）」が策定され、男女

平等に関する取り組みが積極的に推進されています。 

●２００６年（平成１８年）３月に国の「ＤＶ防止法」に基づき、東京都における配偶者暴力対策

の施策を体系的に示す「東京都配偶者暴力対策基本計画」が策定され、「ＤＶ防止法」の改正等

に伴い、２００９年（平成２１年）３月及び２０１２年（平成２４年）３月に同計画の改定が行

われました。 
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（４）市の動き 

●本市では、１９９４年（平成６年）３月に「町田市女性行動計画検討委員会」からの提言を受け、

｢町田市女性行動計画―まちだ女性プラン（第１次）｣を策定しました。この計画は、あらゆる分

野における男女平等参画をめざし、市役所の全ての部署において女性の地位向上や男女差別撤廃

の視点で従来の業務を見直し、策定したものです。 

 

●その後、市の組織として設置された男女平等推進会議により各種事業の進捗状況を把握するとと

もに、施策の検討を重ね、１９９７年（平成９年）３月に「町田市女性行動計画―まちだ女性プ

ラン進捗状況報告書」を発行するとともに、これまでの施策をジェンダーに敏感な視点から見直

し、１９９８年（平成１０年）５月に「改訂版 町田市女性行動計画―まちだ女性プラン」を策

定しました。さらに２０００年（平成１２年）３月にその進捗状況報告書を作成しました。 

 

●１９９９年（平成１１年）１２月に市民と行政が女性問題解決のため、ともに活動していく拠点

として「男女平等推進センター」を設立し、市民参画によりその機能の充実を図ってきました。 

 

●２００１年（平成１３年）２月に「男女平等参画都市宣言」を行い、社会のあらゆる領域で男女

の真の平等と真の参画を推進していくことを明らかにしています。 

●町田市男女共同参画懇談会からの「町田市第２次女性行動計画（男女平等推進計画）策定に当た

っての基本的な考え方」と題した報告と、「町田市男女平等に関するアンケート調査」から得ら

れた市民の要望、意見を反映し、２００２年（平成１４年）３月に「町田市男女平等推進計画（第

２次）」を策定しました。 

●第２次計画の進捗状況を踏まえ、２０１２年（平成２４年）２月に発足した「第３次町田市男女

平等推進計画策定検討委員会」による検討をもとに、２０１３年（平成２５年）３月に「第３次

町田市男女平等推進計画」を策定しました。計画の推進にあたっては、毎年度計画の進捗状況を

調査し、計画の着実な進行に努めています。 
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３ 計画の位置づけ 

本計画は以下のように国や都の関連計画や市の各計画との整合を図り、推進します。 

 

（１）本計画は、「町田市女性行動計画―まちだ女性プラン（第１次）」を発展させた「町田市男女

平等推進計画（第２次）」、「第３次町田市男女平等推進計画」を基礎に、現状に即した新た

な施策を加えて「男女平等参画社会」を実現するための施策推進の指針とするものです。 

（２）本計画は、国の「男女共同参画社会基本法」「第４次男女共同参画基本計画」及び東京都の

「男女平等参画基本条例」「男女平等参画のための東京都行動計画」を踏まえて策定してい

ます。 

（３）本計画は、「町田市基本計画」「男女平等参画都市宣言」に基づき、関連計画との整合性を図

りながら策定しています。 

（４）本計画は、町田市男女平等参画協議会における意見や、「町田市男女平等に関するアンケー

ト調査」結果、「町田市内企業実態調査」結果など、市民や市内事業者からの意見および調

査結果を尊重しています。 

（５）本計画は、男女平等参画社会の形成に関して本市がめざしている方向性や施策を明らかにす

ることにより、市内で活動するあらゆる市民・事業者等の理解と協力を得るとともに、さら

なる参画を期待するものです。 

（６）本計画のめざすべき姿Ⅰ基本施策２「男女間のあらゆる暴力の根絶」施策の方向Ⅰ-２-１～

２は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第２条の３第３項に基づく、

本市における「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本

的な計画」（市町村基本計画）に位置づけます。 

（７）本計画のめざすべき姿Ⅱ基本施策１「雇用や職業等の場における男女平等参画の推進」は、女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律第６条第２項に基づく、本市における「女性の職

業生活における活躍推進計画」（市町村推進計画）に位置づけます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【国】男女共同参画 
社会基本法 

【国】第４次男女共同参画 
基本計画 

適 合 

男女平等参画都市宣言 

基づく 

 

町田市基本計画 

町田市５カ年計画 17-21 
【都】東京都男女平等 

参画基本条例 
適 合 

第４次町田市

男女平等推進

計画 

【都】男女平等参画のため
の東京都行動計画 

適 合 

 

 

 

配偶者からの暴力の防止及び 
被害者の保護等に関する法律 

女性の職業生活における 
活躍の推進に関する法律 
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４ 計画の期間 

本計画の期間は、２０１７年度から２０２１年度の５カ年とします。 

 

 

５ 計画策定の体制 

本計画の策定にあたっては、各種調査及び会議での検討を行い、市民・学識経験者・市役所内関

係部署の意見を把握し、反映に努めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町田市内企業実態調査 

（２０１４年度実施） 

町田市男女平等参画に 

関するアンケート調査 

（２０１６年度実施） 

町田市内の従業員数１０人以上
３００人以下の事業所 
１，６００社対象 

【有効回収率：２４．９％】 

町田市内全域から、市内在住の満２０歳
以上の男女個人 

各１，５００人対象（計３，０００人） 
【有効回収率：４１．２％】 

各
種
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査 

推進施策のとりまとめ・計画体系及び素案の検討 

計

画

の

検

討 
町田市男女平等 
参画協議会 

町田市男女平等 
推進会議 

町田市男女平等 
推進会議幹事会 

町田市男女平等 
推進会議専門部会 

市組織 外部委員会 

検討 

計画素案の公表・ 

市民意見の募集 

（パブリックコメント） 

一人ひとりがその人らしく生きるまちだプラン 
（第４次町田市男女平等推進計画） 
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６ 計画の構成 

本計画では、男女平等参画社会を実現するために、男女平等参画都市宣言に基づき、基本理念を

設定し、基本理念に基づいて２つのめざすべき姿を設定します。さらに、めざすべき姿ごとに、そ

の実現に向けた基本施策を設定し、本市が取り組むべき施策の方向を定め、取り組みを明らかにし

ます。 

 

＜基本理念＞    本計画のめざしている最終的な目標を示しています。 

＜めざすべき姿＞基本理念を達成するための、男女平等施策全体の方向です。 

＜基本施策＞    めざすべき姿を実現するための基本となる施策を、市の現状と課題を踏まえて設

定しています。 

＜施策の方向＞  基本施策を受けて行う事業をまとめたもので、施策の方向性を示しています。 

＜取り組み＞    施策の方向ごとに、市の取り組みを列記しています。 
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第２章 計画の基本的な考え方 
 

１ 基本理念 

「町田市男女平等推進計画」は、男女がその基本的人権を尊重し合い、自らの意思によってあら

ゆる分野の活動に対等な立場で参画する機会が確保され、政治的、経済的、社会的、文化的利益を

ともに享受することができ、ともに責任を担っていくことのできる、「男女平等参画社会」の形成

をめざして策定するものです。 

 

本市では、第３次計画のなかで「男女平等参画社会の形成をめざして」を基本理念として掲げ、

男女平等参画施策を推進してきました。しかしながら、男女平等参画社会を取り巻く環境は変化し

ており、多様性の尊重や個人の意思に基づいた自由な生き方の実現がより一層求められています。

一人ひとりが持つ基本的権利である人権を尊重し、個性と能力を生かしてその人らしく生きること

は、多様性に富んだ豊かな社会の実現につながります。そこで、２００１年（平成１３年）２月に

本市で行われた「男女平等参画都市宣言」に基づき、「その人らしさを発揮できる社会」の形成を

めざします。 
   
   
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

男女平等参画都市宣言 

わたしたちは、男女が平等で、 

一人ひとりの人権を尊重し合い、 

個性と能力を十分に発揮し、 

自立して生きる社会をめざします 

 

２１世紀を迎え、町田市は、 

職場・学校・地域・家庭をはじめ、 

社会のあらゆる領域で、男女の真の平等と 

真の参画を推進するため 

 

ここに、「男女平等参画都市」を宣言します 

 

２００１年２月１日 

町田市 

「その人らしさを発揮できる社会の形成をめざして」 
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２ めざすべき姿 

「その人らしさを発揮できる社会」の形成に向け、男女平等参画施策を進めていく上で、めざす

べき姿を２つ設定します。 

 

めざすべき姿Ⅰ 

一人ひとりの人権を尊重するまち 
 

一人ひとりの基本的権利である人権は、人種や民族、性別を超えて万人が生まれながらに持って

いるものであり、その人らしく生きていくために等しく尊重されるべきものです。しかし、固定的

な性別役割分担意識に基づく制度や慣習、差別や偏見、男女間の暴力などの人権侵害は、今なお根

強く残っており、男女平等参画社会の実現を阻害する大きな要因の一つとなっています。 

このような差別や人権侵害は、価値観や倫理観などの個人の意識から生まれるものです。したが

って、個人の持つ人権が性別にかかわらず尊重される男女平等参画社会の実現にあたっては、一人

ひとりが人権尊重の重要性を認識することが必要です。 

このことから、本市の男女平等参画施策の実施にあたり、めざすべき姿Ⅰを、「一人ひとりの人

権を尊重するまち」とします。 

 

 

めざすべき姿Ⅱ 

一人ひとりが個性と能力を生かして活躍できるまち 
 

性別や年代にかかわらず、あらゆる人がその人らしく生きていくためには、各個人が持てる個性

と能力を十分に発揮し、社会に参画していくことが重要です。しかし、家事・育児や介護などはい

まだ女性の負担が大きく、妊娠・出産・育児などのために離職する女性は多い状況です。一方で、

長時間労働により、多くの男性は家庭生活や地域活動にかかわりたくてもかかわれていないのが実

情です。 

固定的な性別役割分担意識にとらわれることなく誰もが社会に参画できるよう、仕事と生活の調

和を実現するとともに、その必要性について市民が認識し、行動に移すことが重要です。 

このことから、本市の男女平等参画施策の実施にあたり、めざすべき姿Ⅱを、「一人ひとりが個

性と能力を生かして活躍できるまち」とします。 
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３ 計画の体系 

《基本理念》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現 状 めざすべき姿 

Ⅰ 

一人ひとりの人権

を尊重するまち 

Ⅱ 

一人ひとりが個性

と能力を生かして

活躍できるまち 

固定的な性別役割分担意識が

依然として高い 

ハラスメントや精神的暴力

等の根絶に向けた意識啓発

が求められる 

妊娠・出産、健康への害等に

ついての相談体制や情報提供

の充実が求められる 

多様な働き方を求める割合が

増加している 

育児・介護支援の充実を希望

する割合が増加している 

地域活動や社会活動参加者が

５割程度である 

「その人らしさを発揮できる社会の形成をめざして」 



 11 

 

 

 

 

 

  

  
１．お互いを尊重し合う 

意識の醸成 

Ⅰ-１-１ 男女平等参画に関する教育、情報、学習 

機会の提供 

Ⅱ-３-１ 男女がともに参画する地域社会づくり ３．地域における男女 

平等参画の推進 

Ⅱ-２-１ 子育てに対する支援 ★ ２．仕事と家庭生活の 

調和に向けた 

育児・介護の支援 Ⅱ-２-２ 介護に対する支援 ★ 

Ⅱ-１-１ 多様で柔軟な働き方を選べる環境整備 

への支援 ★ １．雇用や職業等の場 

における男女平等 

参画の推進 Ⅱ-１-２ 女性の活躍推進に向けた取り組みへの 

支援 

３．生涯を通じた男女の 

健康支援 

Ⅰ-３-１ 性を尊重する意識の浸透 

Ⅰ-３-２ 性差に応じた健康支援の充実 

２．男女間のあらゆる 

暴力の根絶 

Ⅰ-２-１ 配偶者等からの暴力の根絶に向けた 

啓発の推進 ★ 

Ⅰ-２-２ 配偶者等からの暴力による被害者への 

支援 ★ 

Ⅰ-２-３ ハラスメントやその他暴力への対策 

基本施策 施策の方向 

    内は、本市における「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な

計画」に該当する範囲を示します。 

    内は、本市における「女性の職業生活における活躍推進計画」に該当する範囲を示します。 

施策の方向の★マークは、１２・１３ページに記載している重点分野を示します。 
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7.0

6.9

51.0

54.6

33.1

28.8

6.7

7.3

2.3 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（n=1,237）

前回（n=1,130）

DV防止法

93.3

89.3

35.7

56.0

47.5

70.2

67.3

47.5

69.8

62.4

2.3

6.3

49.3

33.9

44.0

23.5

23.0

38.5

24.0

28.9

1.0

1.1

11.2

6.9

5.3

2.7

6.2

10.2

2.5

4.9

3.4

3.3

3.7

3.2

3.2

3.6

3.6

3.8

3.7

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(ア) 命の危険を感じるくらいの暴力を受ける

(イ) 身体を傷つけられたり、傷つけられる

可能性のある行為を受ける

(ウ) 何を言っても無視をする

(エ) ｢誰のおかげで食べられるんだ｣

などと言う

(オ) 大声で怒鳴る

(カ) 大切にしているものをわざと

壊したり、捨てたりする

(キ) 生活費を渡さない

(ク) 交友関係や電話、メールなどを

細かくチェックする

(ケ) 望まない性行為を強要する

(コ) 避妊に協力しない

４ 重点分野 

本市における男女平等参画を推進するため、以下の２つを重点施策として位置づけ、本計画にお

いて重点的に取り組みます。 
 

重点分野１ 配偶者等からの暴力の防止に向けた対策の強化 

 

男女平等に関するアンケート調査の結果をみると、第３次計画の目標であったＤＶ防止法を知って

いる割合（目標値：１００％）は５８．０％、配偶者・恋人間における身体や精神を傷つける行為を

暴力として認識する市民の割合（目標値：１００％）は７３．７％※と、いずれも目標を達成できて

いないことから、これまで以上に、配偶者等からの暴力の防止に向けた働きかけを行う必要がありま

す［図表１・２］。 

図表１ ＤＶ防止法についての認知度 

【経年】 

≪知っている≫   
     

内容まで詳し
く知っている 

おおよそ 
知っている 

言葉は聞い
たことがある 

知らなかった 無回答 

 

 

 

 

 

図表２ 暴力に対する考え 

どんな場合でも

暴力にあたると

思う 

暴力にあたる場

合も、そうでな

い場合もあると

思う 

暴力にあたると

は思わない 
無回答 

 

  

資料：町田市「男女平等に関するアンケート調査」（２０１０年、２０１６年） 

※図表２の（ア）～（コ）のすべての項目で「どんな場合でも暴力にあたると思う」と「暴力にあたる場合も、
そうでない場合もあると思う」のいずれかを回答した方の割合が７３．７％となっています。 

資料：町田市「男女平等に関するアンケート調査」（２０１６年） 
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8.8

5.2

23.6

20.5

31.9

30.8

32.7

39.4

3.1 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（n=1,237）

前回（n=1,130）

ワーク・ライフ・

バランス

本計画では、基本施策Ⅰ－２「男女間のあらゆる暴力の根絶」施策の方向Ⅰ-２-１～２を本市に

おける「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画」と

位置づけています。 

配偶者等からの暴力が重大な人権侵害であるという意識啓発を図ることで、暴力の根絶をめざし

ます。また、関係機関と十分に連携を図りながら、相談窓口を充実するとともに、被害者に対する

自立支援を行うなど、配偶者等からの暴力に対する対策をより一層総合的かつ計画的に推進します。 
 

関連する施策の方向 

▶Ⅰ-２-１ 配偶者等からの暴力の根絶に向けた啓発の推進 

▶Ⅰ-２-２ 配偶者等からの暴力による被害者への支援 
 

重点分野２ ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

男女平等に関するアンケート調査の結果をみると、第３次計画の目標であったワーク・ライフ・

バランスを知っている割合（目標値：８０％以上）は３２．４％と、前回調査時の２５．７％と比

べて認知度は上がっているものの、目標を達成できていない状況です［図表３］。 

現在、国において一億総活躍社会の実現に向けた働き方改革の検討が進められており、本市にお

いても、企業・従業者等に対するワーク・ライフ・バランスの推進に向けた働きかけを行う必要が

あります。 

図表３ ワーク・ライフ・バランスについての認知度 

【経年】 

≪知っている≫   
     

内容まで詳し
く知っている 

おおよそ 
知っている 

言葉は聞い
たことがある 

知らなかった 無回答 

 

 

 

 

 

長時間労働を前提とした従来の働き方では、女性の仕事への参画を困難にする一方で、男性自身

の家庭生活や地域活動への参画も困難な状態にしています。その人らしさを発揮できる社会を実現

するためには、多様で柔軟な働き方を選べることと、就労を希望する男女が仕事と育児・介護等の

二者択一を迫られることなく働き続けることがより一層重要となっています。 

本市では、市民一人ひとりが、仕事や家庭生活、地域社会などにおいて、生きがいと充実感を得

てその人らしい人生を送ることができるよう、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組みます。 
 

関連する施策の方向 

▶Ⅱ-１-１ 多様で柔軟な働き方を選べる環境整備への支援 

▶Ⅱ-２-１ 子育てに対する支援 

▶Ⅱ-２-２ 介護に対する支援 

資料：町田市「男女平等に関するアンケート調査」（２０１０年、２０１６年） 
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第３章 計画の内容 
 

めざすべき姿Ⅰ 

一人ひとりの人権を尊重するまち 

Ⅰ-１ お互いを尊重し合う意識の醸成 

 

現状と課題 

男女がそれぞれの個性と能力を十分に発揮し、自らの意思によってあらゆる分野へ参画を進めて

いくためには、市民一人ひとりに男女平等参画に関する意識が根付いていることが重要です。 

男女共同参画社会基本法が制定されて１５年が経過し、本市においても様々な機会を通じ、男女

平等参画に関する情報の提供や教育・学習機会の提供に努めてきました。その結果、男女平等参画

に対する意識は高まっているものの、依然として固定的な性別役割分担意識は根強く残っています

［図表４・５］。 

長い時間をかけて形成された固定的な性別役割分担意識は、すぐに払拭できるものではありませ

んが、その解消に向けて継続した取り組みを進めることが重要です。また、性的指向や性自認など

を理由とする差別や偏見の解消に向けた啓発を進めることも重要です。 

そのため、本計画のすべての取り組みの根幹をなす基盤的な施策として、男女平等参画に関する

理解を促すための広報・啓発活動や教育・学習機会の提供に取り組むことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■固定的な性別役割分担意識 

「男性は仕事、女性は家庭」のように、男女ははじめからその役割が異なり、生き方があらかじめ決

まっているという考え方や、それに沿った役割を期待することをいいます。 

女性の社会進出や夫婦共働きが多くなった近年では「男性は仕事、女性は家庭と仕事」という女性の

二重負担の現実も生まれ、より一層女性の負担が増加し、男女の自由な生き方を妨げる原因となってい

ることから、解消を図っていく必要があります。 
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14.9

11.9

57.5

60.4

13.1

12.5

2.9

2.7

0.2 

1.1 

8.5 

7.8 

2.9 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（n=1,237）

前回（n=1,130）

社会全体として

4.0

5.8

2.8

5.6

23.0

28.9

21.1

25.5

29.8

29.8

32.5

26.3

13.7

10.9

13.9

13.0

29.0 

23.7 

29.3 

28.8 

0.5 

0.8 

0.3 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（n=1,237）

前回（n=1,130）

女性（n=710）

男性（n=514）

性
別
（今
回
）

図表４ 男女の平等感について（単数回答） 

【経年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：町田市「男女平等に関するアンケート調査」（２０１０年、２０１６年） 

 

 

 

図表５ 「男性は仕事、女性は家庭」という考えについて（単数回答） 

【経年・性別】 

≪肯定派≫  ≪否定派≫  

      

そう思う 
どちらかとい

えばそう思う 

どちらともいえ

ない 

どちらかとい

えばそう思わ

ない 

そう思わない 無回答 

 

 

 

 

 

 

資料：町田市「男女平等に関するアンケート調査」（２０１０年、２０１６年） 

  

男性の方

が非常に

優遇されて

いる 

どちらかと

いえば男

性の方が

優遇されて

いる 

平等である 

どちらかと

いえば女

性の方が

優遇されて

いる 

女性の方

が非常に

優遇されて

いる 

わからない 無回答 
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Ⅰ-１-１ 男女平等参画に関する教育、情報、学習機会の提供 
 

男女平等参画の重要性とその内容を理解することができるよう、あらゆる媒体を通じた情報提供

および多様な学習機会の提供を行います。 

また、次代を担う子ども達が、個性と能力を十分に発揮できるよう、男女平等の視点に立った教

育を行います。 

 

 取り組み 内 容 対象 担当課 

１ 
「（仮称）男女平

等参画条例」の

制定検討 

町田市にふさわしい「（仮称）男女平等参画条

例」の制定についての検討を行います。 

市民 

男女平等推進センター 事業者 

市組織 

２ 

男女平等の視点

に立った教育と

指導 

児童・生徒が性別にとらわれることなく、個

性と能力を十分に発揮できるよう、学校教育

の場において、男女平等の視点に立った教育

と指導を、性の多様性についても配慮しなが

ら行います。 

市民 

指導課 
 

市組織 

３ 

学習機会の提供

と支援 

男女平等参画に関わるテーマについて理解を

深めるための講座を実施します。また、自主

的な学習活動に対して、場の提供など支援を

行うとともに、保育・託児付きの事業を充実

し、乳幼児をもつ親の参加を支援します。 

市民 

子育て推進課 

生涯学習センター 

男女平等推進センター 
 

 

４ 
男女平等に関す

る情報や資料等

の収集・提供 

広報まちだやホームページ等による学習機会

の周知を行います。また、資料の収集・提供

を行います。 

市民 広報課 

指導課 

生涯学習センター 

図書館 

男女平等推進センター 

 

 

５ 
職員の男女平等

参画に関する意

識を高めるため

の研修等の実施 

市役所職員の男女平等参画に関する意識を高

めるための研修を充実します。 

 

職員課 

男女平等推進センター 
 

市組織 

６ 
男女平等推進団

体・グループへ

の支援及び育成 

男女平等推進団体や活動グループに対して、

活動の支援ならびに育成を行います。また、

団体間の連携に向けた交流の場を提供しま

す。 

市民 

男女平等推進センター  

 
 
 

【対象の凡例】 

それぞれの取り組みの対象が、 

市民…対市民向け  事業者…対事業者向け  市組織…市役所 

であることを表しています。  
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Ⅰ-２ 男女間のあらゆる暴力の根絶 

 

現状と課題 

男女間のあらゆる暴力は、男女平等参画社会の実現を阻むものであり、その被害者の多くは女性

です。特に配偶者等からの暴力（ＤＶ）は、家庭内で行われているため、外部からの発見が困難で

あることや、社会の理解が不十分で個人的な問題としてとらえられやすく、その被害が深刻化・潜

在化しやすいという傾向があります。 

配偶者等からの暴力は、法の整備が進んだことで社会的な問題であると広く認識されるようにな

ってきました。配偶者等からの暴力に関する保護命令件数は、全国で年間２，０００件を超えて

推移しており、その被害は深刻です［図表６］。 

また、本市のアンケートにおいて、被害を受けた方が相談しなかった理由として、「相談するほ

どのことではないと思ったから」や「自分にも悪いところがあると思ったから」が上位であり、配

偶者等からの暴力が重大な人権侵害であるという認識は依然として浸透していない状況です［図表７］。 

さらに、近年は、若年層におけるデートＤＶも問題となっており、解決に向けた対策が求められ

ます。 

そのため、配偶者等からの暴力やデートＤＶは重大な人権侵害であるという意識啓発を図るとと

もに、相談窓口の周知や関係機関との連携及び被害者の自立支援を行うことが重要です。 

また、根絶すべき男女間の暴力としては、配偶者等からの暴力のほかにも、ストーカーや各種ハ

ラスメント等があり、近年では、男性の被害や同性間の被害も報告されるなど問題は多様化してお

り、これらの暴力についても被害の防止に努める必要があります。 

 

図表６ 配偶者等からの暴力（ＤＶ）に関する保護命令発令件数の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「男女共同参画白書 平成２８年版」 
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図表７ 暴力を受けた際に誰にも相談しなかった（できなかった）理由について（複数回答） 

【上位８項目】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：町田市「男女平等に関するアンケート調査」（２０１６年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ＤＶ 

ドメスティック・バイオレンスの略で、配偶者やパートナーなど親密な関係にある者（過去にそのよ

うな間柄にあった者も含む）からふるわれる身体的、精神的、経済的及び性的暴力のことです。 

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法）」が２０１３年（平成２５

年）７月に一部改正され、生活の本拠を共にする交際相手からの暴力及びその被害者についても、配偶

者からの暴力及びその被害者に準じて、法の適用対象となりました。名称も、「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等に関する法律」と改められました。 

 

■デートＤＶ 

恋人や交際相手などの親密な関係にある者（配偶者等を除く）からふるわれる暴力のことです。 

他人を巻き込みたくなかったから

相談するほどのことではないと
思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

相談しても無駄だと思ったから

自分さえ我慢すればこのまま
やっていけると思ったから

相談できる人がいなかったから

恥ずかしくて誰にも言えなかったから

どこに相談してよいのか
わからなかったから
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Ⅰ-２-１ 配偶者等からの暴力の根絶に向けた啓発の推進 
 

配偶者等からの暴力は、被害者に対する重大な人権侵害であるという認識を広く浸透させる取り

組みを進めます。 

 

 取り組み 内 容 対象 担当課 

７ 
配偶者等からの

暴力の根絶のた

めの意識啓発 

配偶者等からの暴力に関する情報の収集・提

供及び啓発を行い、暴力を容認しない意識づ

くりを推進します。 

市民 
市民課 

子ども家庭支援センター 

生涯学習センター 

男女平等推進センター 
 

 

８ 
デートＤＶの防

止に向けた取り

組みの推進 

デートＤＶに関する講座を市内の教育機関で

開催し、若年層に対しＤＶ防止啓発を行いま

す。また、相談先などの情報を提供します。 

市民 

男女平等推進センター 
 

 
 
 

Ⅰ-２-２ 配偶者等からの暴力による被害者への支援 
 

配偶者等からの暴力による被害者の早期発見に向けて、相談体制の充実を図ります。また、被害

者の安全の確保に向けて、関連組織や警察等との連携を強化し、被害者の状況に応じた支援を行い

ます。 

 

 取り組み 内 容 対象 担当課 

９ 

相談体制の充

実・被害者の早

期発見 

配偶者等からの暴力に対する相談体制を充実

させるとともに、早期発見に努めます。また、

警察や関係機関と連携し、被害者に適切に対

応します。 

市民 
広聴課 

高齢者福祉課 

保健予防課 

子ども家庭支援センター 

市民病院 

男女平等推進センター 

 

 

10 

被害者の安全確

保への対応の整

備 

高齢者虐待防止連絡協議会、配偶者からの暴

力防止等関係機関実務担当者連絡会議など関

連組織や警察等との連携を強化し、窓口の充

実を図るとともに、速やかに対応できる環境

を整備します。また、緊急一時保護対応の検

討を行います。 

市民 生活援護課 

高齢者福祉課 

保健予防課 

子ども家庭支援センター 

市民病院 

男女平等推進センター 

 

 

11 

自立支援に関す

る自助グループ

への支援 

被害者同士が、体験や感情を共有し、情報を

交換し合う自助のためのグループを支援しま

す。 

市民 

男女平等推進センター  
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Ⅰ-２-３ ハラスメントやその他暴力への対策 

 

あらゆるハラスメントの防止に向けて、事業所等に情報提供を行います。 

また、性暴力、ストーカー、性の商品化等に関する被害の防止に向けて、意識啓発を行うととも

に、相談窓口などの周知に努めます。 

 

 取り組み 内 容 対象 担当課 

12 
あらゆるハラス

メントを防止す

るための取り組

みの推進 

セクシュアル・ハラスメント等、各種ハラス

メントを防止するため、事業所等へ情報提供

を行います。 

市民 

産業観光課 

男女平等推進センター 
事業者 

 

13 
性暴力、ストー

カー、性の商品

化等に関する被

害の防止 

性暴力やストーカー被害を防止するため、関

連法や相談窓口等の周知啓発に努めます。ま

た、売買春や性の商品化等に関する問題意識

を高めます。 

市民 

防災安全課 

男女平等推進センター  
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Ⅰ-３ 生涯を通じた男女の健康支援 

 

現状と課題 

一人ひとりが互いの身体的性差を理解し合い、互いの性を尊重し合うことは、生涯を通じて健康

にいきいきと生活していくために大切なことです。 

女性の健康や性に関する自己決定の権利である「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」（性と生

殖に関する権利）の視点は大切ですが、その重要性が十分に浸透していません。また、東京都全体

の２０歳未満の若年層の人工妊娠中絶件数は減少傾向にあるものの、年間１，９００件前後で推移

しています［図表８］。 

そのため、若いころから、性を尊重する意識に関する啓発・学習機会の提供を行うことで、性と

生殖に関して男女が平等であるという認識を高めていくことが必要です。 

また、女性は各年代で身体的変化が多く、妊娠や出産など男性と異なる健康上の問題に直面しま

す。そのため、ライフステージや性差に応じた健康づくりへの支援に取り組む必要があります。 

 

図表８ ２０歳未満の人工妊娠中絶件数の推移（東京都） 

 

資料：厚生労働省「衛生行政報告例」 
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■リプロダクティブ・ヘルス／ライツ 

「性と生殖に関する健康と権利」と訳され、「健康」と「権利」の側面から成ります。 

 

１９９４年（平成６年）９月、エジプトのカイロで開かれた国際人口開発会議において、女性の健

康及び生殖に関する自己決定権を保障する新しい理念と権利として、提唱されました。そして、翌

年の１９９５年（平成７年）９月に北京で開催された第４回世界女性会議において、すべてのカップ

ルと個人が有する人権の一部であると採択文章に明記されました。それにより、性と生殖に関して男

女は平等な関係であり、妊娠・出産に関する女性の判断を、男性が尊重すべきという認識が世界的に

広まるきっかけとなりました。 
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Ⅰ-３-１ 性を尊重する意識の浸透 
 

男女が互いの性について、理解し尊重できるよう、あらゆる世代に対して情報提供や学習機会の

提供を行います。 

 

 取り組み 内 容 対象 担当課 

14 

リプロダクティ

ブ・ヘルス／ラ

イツに関する意

識啓発 

男女がともにお互いの性を尊重し合えるよ

う、リプロダクティブ・ヘルス／ライツの概

念を広く普及させるための情報収集・提供を

充実します。また、若い世代を対象とした、

性や生殖を含めた健康に関する講座を充実し

ます。 

市民 

図書館 

男女平等推進センター  

 

15 
人権尊重の視点

に立った性教育

の充実 

性教育に関する資料の収集や情報提供を行い

ます。また、男女それぞれの人権と性を尊重

する立場から指導を行います。 

市民 

指導課 
 

市組織 

 

Ⅰ-３-２ 性差に応じた健康支援の充実 
 

男女が生涯にわたって健康な生活を送ることができるよう、健康に関する情報提供に努めます。

また、関係機関との連携により、性や健康にかかわる各種相談事業を充実します。 

 

 取り組み 内 容 対象 担当課 

16 
健康支援のため

の啓発及び講座

の開催 

市民に対して、性感染症等予防に関する啓発

活動を推進します。また、関係機関と連携し、

若い世代に対して妊娠中の喫煙・飲酒の害に

ついての啓発活動を推進します。 

市民 

保健予防課 

男女平等推進センター 
 

 

17 

検査・検診体制

の充実 

性感染症について、医療機関との連携のもと、

検査体制の充実を図ります。また、女性特有

のがん等、性差に応じた疾病についても、医

療機関と連携し、早期に発見するための検診

体制の充実を図ります。 

市民 

健康推進課 

保健予防課 
 

 

18 
性や健康にかか

わる相談体制の

充実と関係機関

相互の連携 

性や心身の健康にかかわる各種相談事業の充

実とともに、多岐分野にわたる関係機関との

相互の連携を強化します。 

市民 

保健予防課 

男女平等推進センター 
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めざすべき姿Ⅱ 

一人ひとりが個性と能力を生かして活躍できるまち 

 

Ⅱ-１ 雇用や職業等の場における男女平等参画の推進 

 

現状と課題 

働く場において、性別や年齢に関わらず、誰もが能力を発揮するためには、仕事と生活の調和を

図ることの重要性を職場全体で認識するとともに、実現できる環境が整っていることが重要です。 

我が国では、女性の年齢階級別労働力率において、いわゆるＭ字カーブが解消されておらず、子

育てや介護等を理由に、就業を希望しながらも就業できていない女性が多いという現状があります

［図表９］。 

そこで、２０１５年（平成２７年）８月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女

性活躍推進法）」が制定され、女性が職業生活において、希望に応じて十分に能力を発揮し、活躍

できる環境の整備が進められているところです。 

また、長時間労働により、多くの男性は家庭生活や地域活動にかかわりたくてもかかわれていな

いのが実情であり、このことは、女性の仕事への参画を困難な状態にしています。 

そのため、多様で柔軟な働き方を選択できる環境づくりを事業者とともに進める必要があります。

また、就労分野における女性の活躍推進に向けて、就労の継続や再チャレンジなどを促進し、生涯

を通じてライフスタイルに合わせて働き続けられるよう支援する必要があります。 

 

 

図表９ 女性の年齢階級別の労働力率の推移（全国） 

 

※値に下線があるものが２０１５年を表している。 

資料：総務省「労働力調査」 
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■世界と日本の働き方を比べてみましょう 

 

近年は、ワーク・ライフ・バランスや効率的な働き方を推進する上でも、より短い時間で効率的に

仕事を行い、時間当たりの労働生産性を向上させることが重要視されるようになっています。 

日本の平均年間労働時間は２０１４年で１，７２９時間と、ＯＥＣＤ平均の１，７７０時間を若干

下回っています。しかし、就業１時間当たりの労働生産性をみると、ＯＥＣＤ加盟３４カ国の中で日

本は第２１位となっており、主要先進７カ国の中で最も低くなっています。 

北欧諸国やドイツ、オランダなどといった国においては、労働時間が１，３００～１，５００時間

程度と日本よりも短く、時間当たりの労働生産性は日本を上回っています。 

こうした国では、短い労働時間で効率的に成果を生み出すことで豊かな生活を実現していることに

なり、ワーク・ライフ・バランスをめざすうえでのお手本として考えられます。 

■Ｍ字カーブ 

日本における女性の年齢階級別の労働力率（１５歳以上の人口に対する労働力人口の比率）をグラ

フで示した際に、出産・育児期の女性の離職によって、グラフがＭ字形の曲線を描くことをいい、M

字カーブの解消が課題となっています。なお、労働力人口とは、就業者に完全失業者を加えたもので

あり、１５歳以上で働いている人と働く意欲のある人がどれくらいいるかを示すものです。 

 

■仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス） 

老若男女の誰もが仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発等、様々な活動について、自ら希望

するバランスで展開し、両立できる状態のことをいいます。国では２００７年（平成１９年）１２月

に「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」と「仕事と生活の調和推進のための行動

指針」を政府や有識者、労働界および地方のトップでの合意により策定しました。 
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Ⅱ-１-１ 多様で柔軟な働き方を選べる環境整備への支援 
 

男女がともにその能力を十分に生かせる職場環境の整備を支援するため、企業や事業者等に対し

て、法制度等に関する周知・啓発活動に努めます。 

また、市役所内におけるポジティブ・アクションを推進し、男女がともに働きやすい職場環境を

整備します。 

 

 取り組み 内 容 対象 担当課 

19 男女雇用機会均

等法や育児・介

護休業制度に関

する周知・啓発

活動の推進 

男女雇用機会均等法等の法律や制度（ワー

ク・ライフ・バランス、育児休暇、介護休暇

等）に関する周知・啓発活動を推進します。 

市民 

産業観光課 

男女平等推進センター 
事業者 

 

20 
事業者へのワー

ク・ライフ・バ

ランス推進支援 

市内の中小企業におけるワーク・ライフ・バ

ランス推進を支援します。 

 
産業観光課 

男女平等推進センター 
事業者 

 

21 
ワーク・ライ

フ・バランス推

進企業の評価制

度の啓発 

ワーク・ライフ・バランスを推進する企業を

評価する「町田市総合評価方式実施ガイドラ

イン」について、事業者への周知を行います。 

 

契約課 事業者 

 

22 
市役所内におけ

るポジティブ・

アクションの推

進 

管理職に占める女性の割合の向上や、男性の

育児関連休暇の取得率向上を通して、男女が

ともに、活躍する職場風土づくりに取り組み

ます。 

 

職員課  

市組織 
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Ⅱ-１-２ 女性の活躍推進に向けた取り組みへの支援 
 

女性自身のエンパワーメントを図り、職業生活において活躍することができるよう、再就職支援、

起業支援などの取り組みを展開するとともに、女性の就労に関する相談について適切に対応します。 

 

 取り組み 内 容 対象 担当課 

23 
再就職や起業に

向けた学習講座

等の開催や情報

の収集・提供 

再就職に向けた講座や女性の起業に関するセ

ミナーを開催します。また、起業や就労に関

する情報収集、提供を行います。 

市民 

産業観光課 

男女平等推進センター  

 

24 

相談窓口の実施 

女性の就労に伴う相談に対し、悩みごと相談

や関係機関と連携し、適切な情報提供を行い、

女性の就労を支援します。 

市民 広聴課 

生活援護課 

産業観光課 

男女平等推進センター 

事業者 
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Ⅱ-２ 仕事と家庭生活の調和に向けた育児・介護の支援 

 

現状と課題 

少子高齢化が進行する中で、仕事と家庭生活を両立させるためには、育児・介護等の家庭生活に

ついて、男女がともに協力し、お互いの負担を軽減することが重要です。しかし、近年、共働き世

帯が増加していますが、家事・育児・介護の負担が女性に偏っているのが実情です。 

本市においても全国的な状況と同様に、家事・育児や介護などはいまだ女性の負担が大きく、妊

娠・出産・育児などのために離職する女性は多い状況です［図表９（２３ページ）・図表１０］。 

また、近年は仕事と介護の両立が男女ともに大きな課題となっており、国においても介護離職ゼ

ロをめざした取り組みが進められているところです。 

就労を希望する男女が仕事か家庭の二者択一を迫られることなく働き続けることができるよう、

子育て支援・介護支援の充実を行うことが必要です。また、男女が協力して子育て・介護に取り組

むための情報提供や相談機会の提供を行うことも重要と考えられます。 

育児に取り組む家庭の中でも特に、ひとり親家庭は複合的な困難を抱えやすく、支援が必要とさ

れています。母子家庭では厳しい経済状況に置かれやすい傾向にあり、一方で、父子家庭では、地

域でのネットワークが少なく、孤立しやすい傾向にあると言われていることから、適切に支援を行

う必要があります。 

 

 

図表１０ 家庭での役割分担について（単数回答） 

【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：町田市「男女平等に関するアンケート調査」（２０１０年、２０１６年）  

19.9

25.7

13.7

16.2

16.7

13.5

11.5

11.3

0.8 

0.3 

17.9 

15.1 

17.9 

15.5 

1.7 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（n=1,237）

前回（n=1,130）

≪男性は仕事、女性は家庭≫ 
≪男女で 
分担≫ 

    

        

男性は仕
事、女性
は家事・

育児を分
担してい
る 

男性は仕

事、女性
は家事・
育児に差

し支えの
ない範囲
で仕事を

している 

男女とも
仕事をし、

家事・育
児は主に
女性が分

担してい
る 

男女とも
仕事をし、
家事・育

児も男女
で分担し
ている 

女性は仕
事、男性
は家事・

育児を分
担してい
る 

その他 

分担する
ような相

手がいな
い 

無回答 
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Ⅱ-２-１ 子育てに対する支援 
 

男女がともに希望する働き方を実現できるよう、多様なニーズに応じた保育サービスを充実しま

す。また、情報提供や相談体制の充実を図り、サービスを利用しやすい環境をつくります。 

 

 取り組み 内 容 対象 担当課 

25 

保育サービスの

充実 

延長保育、一時保育、学童一時預かりなどの

ソフト面と待機児童解消に向けた保育園整備

などのハード面双方から保育サービスの充実

を図ります。 

市民 児童青少年課 

保育・幼稚園課 

子育て推進課 

子ども家庭支援センター 

 

 

26 

子育てに関する

啓発活動の充実

や講座の開催 

子育てに関する啓発活動の充実を図ります。

また、子育てを行っている親を対象とした事

業やイベントを開催します。 

市民 保健予防課 

子育て推進課 

子ども家庭支援センター 

生涯学習センター 

男女平等推進センター 

 

 

27 

子育てに関する

相談体制の充実 

子育てに不安を持つ親に対し、来所・電話相

談などの相談体制の充実を図ります。また、

他の専門機関との連携を強化し、ネットワー

ク化を推進します。 

市民 
保健予防課 

子育て推進課 

男女平等推進センター 
 

 

28 

ひとり親家庭へ

の支援 

ひとり親家庭が、自立して安定した生活を送

れるよう支援を行います。 

市民 

子ども総務課 

子ども家庭支援センター  
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Ⅱ-２-２ 介護に対する支援 
 

介護者のワーク・ライフ・バランスを保てるよう、介護サービスの利用方法などに関する情報提

供や相談体制の充実を図ります。 

 

 取り組み 内 容 対象 担当課 

29 

介護に関する情

報収集・提供 

介護施設、介護サービス内容などの情報誌の

作成、ホームページでの紹介など介護情報の

充実と提供を行います。 

市民 

介護保険課 
 

 

30 
介護者のワー

ク・ライフ・バ

ランス推進のた

めの啓発 

介護者のワーク・ライフ・バランスを保てる

よう、介護サービスや介護予防事業の充実を

図り、サービス利用の方法などの案内を充実

します。 

市民 

高齢者福祉課 

介護保険課  
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Ⅱ-３ 地域における男女平等参画の推進 

 

現状と課題 

性別や年齢を問わず市民が地域に参画することは、多様な意見が反映され、活力のある地域社会

の実現につながります。男女平等参画社会の実現にあたっては、性別や年齢により地域での役割を

固定化することのないよう配慮していくことが必要です。 

市のアンケートによると、本市は東京都全体に比べ男女ともに地域活動に参加している割合が高

くなっています。本市は女性の５割半ば、男性の４割が地域活動に参加している一方で、女性の２０

～３０歳代と、男性の２０～６０歳代で不参加の割合が高くなっています［図表１１・１１－１］。 

性別、年齢を問わず市民が活動に参加しやすい環境を整備するなど、地域活動への参加者を増や

すことが必要です。 

また、町内会・自治会長は男性が多く、市の政策・方針決定に関わる審議会等の委員についても

男性の割合が高くなっています。地域や市政の意思決定過程において、男女の意見がともに反映さ

れるよう、女性の登用を進める必要があります。 

近年の災害対応の教訓から、避難所等での男女のニーズの違いに配慮していくことが必要となっ

ています。日頃から地域とのつながりを持つ女性は防災・復興の主体的な担い手であり、災害から

回復する力を持つ社会を構築するには、女性が原動力となります。そのため、防災分野における意

思決定の過程において、女性の参画を推進し、男女双方の視点を取り入れた防災体制の確立が求め

られています。 
 

図表１１ 地域活動や社会活動などへの参加状況（複数回答） 

【性別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊参加の割合…１００．０％から「参加していない」を引いたものと考える。 

資料：町田市「男女平等に関するアンケート調査」（２０１６年）  

青少年の健全育成に関わる活動の
指導者やリーダーをしている

民生委員など国や地方自治体の
委員を引き受けている

その他

無回答

参加していない

自治会・町内会・子ども会などの
委員をしている

地域の中で趣味・スポーツ等の会や
グループに参加している

保護者会やＰＴＡの委員をしている

ＮＰＯ、ボランティア活動をしている

消防団や防犯パトロール隊など、
地域の防災・防犯活動に参加している

44.9 

21.7 

17.9 

14.9 

9.3 

3.1 

0.6 

0.3 

5.1 

3.7 

62.1 

17.7 

12.8 

2.7 

5.6 

6.0 

2.3 

0.8 

4.1 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（n=710）

男性（n=514）
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図表１１－１ 地域活動や社会活動などへ「参加していない」割合 

【性年齢別】 

 
資料：町田市「男女平等に関するアンケート調査」（２０１６年） 

 

 

 

 

  

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

82.2 

62.7 

32.3 

46.9 

41.2 

34.0 

75.6 

82.4 

62.2 

68.3 

59.2 

44.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（n=710）

男性（n=514）
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Ⅱ-３-１ 男女がともに参画する地域社会づくり 
 

地域における意思決定の過程や防災対策に男女双方の視点を取り入れるため、情報の収集・提供

を行うとともに、講習会を実施することで、参加しやすい環境づくりに努めます。 

また、市の政策・方針決定に関わる審議会・委員会等の委員に女性の登用を促します。 

 

 取り組み 内 容 対象 担当課 

31 
男女平等参画の

視点を踏まえた

防災対策の推進 

男女平等参画の視点を盛り込んだ防災対策を

実施するとともに、災害発生時を想定した避

難支援についての検討を行います。 

市民 

防災安全課 

男女平等推進センター  

市組織 

32 

地域活動に参加

しやすい環境づ

くり 

町内会・自治会、ＮＰＯなどの地域活動に関

する情報の収集・提供を行います。また、ボ

ランティア制度の整備や地域と連携したイベ

ントを行うことで、男女ともに地域活動に参

加しやすい環境を整えます。 

市民 

市民協働推進課 

高齢者福祉課 
事業者 

 

33 
審議会・委員会

等への女性の登

用促進及び環境

の整備 

審議会・委員会等において、女性比率４０％

をめざします。また、審議会・委員会等の場

に委員が参画しやすいよう環境整備を進めま

す。 

 

総務課 

男女平等推進センター 
 

市組織 
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第４章 計画の推進 
 

１ 数値目標の設定 

本計画の基本理念「その人らしさを発揮できる社会の形成をめざして」の実現に向けて、６つの

基本施策ごとに数値目標を設定します。 

 

 
項目 

現状値 

（2016 年度） 

目標値 

（2021 年度） 

基本施策Ⅰ－１  

お互いを尊重し合う 

意識の醸成 

男女平等推進センターを知っている市民の割合※ ９．５％ ５０％ 

社会において男女の地位は平等になっている

と感じている市民の割合※ 
１３．１％ ４０％ 

基本施策Ⅰ－２  

男女間のあらゆる 

暴力の根絶 

配偶者暴力防止法（ＤＶ防止法）を知っている

市民の割合※ 
５８．０％ １００％ 

配偶者・恋人間における身体や精神を傷つける

行為を暴力として認識する市民の割合※ 
７３．７％ １００％ 

職場などにおいてセクシュアル・ハラスメント

を受けていない市民の割合※ 
６２．７％ １００％ 

基本施策Ⅰ－３  

生涯を通じた男女の 

健康支援 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツを知ってい

る市民の割合※ 
４．４％ ２０％ 

基本施策Ⅱ－１  

雇用や職業等の場に 

おける男女平等参画 

の推進 

職場での男女の差がないと感じている市民の

割合※ 
４５．１％ ６０％ 

町田市の全管理職に占める女性職員比率 ２０．６％ 
２４％より

増加※２ 

基本施策Ⅱ－２  

仕事と家庭生活の 

調和に向けた 

育児・介護の支援 

ワーク・ライフ・バランスを知っている市民の

割合※ 
３２．４％ ８０％ 

仕事と生活の調和の現状と理想が一致してい

る市民の割合※ 
４７．５％ ６０％ 

基本施策Ⅱ－３  

地域における 

男女平等参画の推進 

地域活動や社会活動をしている市民の割合※ ４５．３％ ６０％ 

町田市の審議会等における女性委員比率 ３０．０％ ４０％ 

※がついている項目は、２０２１年度に実施するアンケート調査にて数値を把握します。 

※２ 町田市の全管理職に占める女性職員比率は、町田市特定事業主行動計画において、２０１９年度ま

でに２４％とすることを目標としています。 
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２ 推進体制の充実 

その人らしさを発揮できる社会の形成のためには、行政、事業者、関係団体及び市民一人ひとり

がその人らしさを発揮できる社会の形成をめざすという共通認識を持ち、あらゆる分野の取り組み

を総合的かつ計画的に展開することが重要です。 

本計画や市全体の男女平等参画の着実な推進に向け、市民や事業者、関係団体等と協働し、全庁

的に計画を推進します。 

 

■計画の推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※関係各部長は町田市男女平等推進会議設置要綱別表による 

 

３ 政策・方針決定過程への女性の参画推進 

政策・方針決定過程への男女平等参画を進めるためには、市民一人ひとりが市政に関心を持ち、

あらゆる分野の政策・方針決定過程に参画できる環境づくりを進めることが重要です。 

市政全体に性別に偏らない多様な意見を反映できるよう、市の政策・方針決定に関わる審議会・

委員会等の女性比率４０％をめざすとともに、様々な場における女性の参画を進めます。 

 

  

幹事会 
幹 事：関係各課長 

 

専門部会 
委 員：関係各課職員 

町田市 

町田市男女平等推進会議 

会 長：市民部担当副市長 

副会長：市民協働推進担当部長 

本部員：関係各部長※ 

全庁各課 

施策指示 

進捗報告 

施策指示 

町田市男女平等推進センター 

運営委員会 

協働 

町田市男女平等参画協議会 

構成員：学識経験者・関係団体・ 

公募市民 

町田市男女平等推進センター 

国 

東京都 

市区町村 

関係機関 

連携 

市民 

団体 

事業者 

NPO 等 

連携 

町田市長 
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４ 庁内の男女平等参画の推進 

市役所が一体となって男女平等参画を推進するためには、市職員一人ひとりの意識改革、率先行

動が必要不可欠です。 

そのため、男女平等参画に関する意識を高めるための職員研修を実施するほか、市役所内におけ

る性別の偏りの是正に向けてポジティブ・アクションを推進します。 

また、市内事業者のモデルとなるよう、女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画を着実に実

施し、男女平等参画やワーク・ライフ・バランスに積極的に取り組みます。 

 

５ 関係団体との連携 

その人らしさを発揮できる社会の形成のためには、市民、事業者や関係団体等とのパートナーシ

ップが重要です。 

学識経験者、関係団体、公募市民等を構成員とし、男女平等推進計画の推進に関する事項ならび

に進行管理等について検討・協議をする「町田市男女平等参画協議会」をはじめ、男女平等参画の

推進に関する関係団体・機関と連携し、男女平等参画社会の実現に向けた取り組みを推進します。 

 

６ 進行管理の実施 

本計画の推進にあたっては、計画の実効性を高めるため、基本施策ごとに客観的な数値目標の設

定を行い、計画の見直しの際には成果を検証します。 

また、計画に掲げた個々の施策の実施状況を毎年度把握し、男女平等推進会議、男女平等参画協

議会において点検・評価し、その結果を次年度以降の施策等に反映します。男女平等参画協議会に

おいてチェックを受けることで、市民視点を取り入れたＰＤＣＡサイクルを確立します。 

 

■PDCAサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・町田市男女平等推進計画の策

定 

・行政、市民、事業者、

関係団体など、地域で

連携、協働し、男女平

等参画を推進 

 
・庁内関係各課において、施策

の実施状況を把握 

・男女平等推進会議、男

女平等参画協議会に

おいて、点検・評価し、

次年度以降の施策等

に反映 

 

Action 

（見直し） 

Do 

（実行） 

Plan 

（計画） 

Check 

（評価） 
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資料編 
町田市男女平等参画協議会 

町田市男女平等参画協議会設置要綱 
平成１１年７月１日施行 

市民部市民協働推進課 

第１ 設置 

町田市における男女平等参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

町田市男女平等参画協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

第２ 所掌事項 

協議会は、男女平等参画社会の形成の促進に関する施策その他必要な事項について協議し、その結

果を市長に報告する。 

第３ 組織 

協議会は、委員１０名以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

（１） 学識経験者 ５名以内 

（２） 町田市内男女平等推進関係団体の代表 ２名以内 

（３） 町田市民のうちから公募したもの ３名以内 

第４ 委員の任期 

委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第５ 会長等 

１ 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

第６ 会議 

１ 協議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、必要があると認めたときは、協議会に委員以外の者の出席を求めることができる。 

第７ 専門部会 

協議会は、専門的事項を調査、検討させるため、専門部会を置くことができる。 

第８ 庶務 

協議会及び専門部会の庶務は、市民部市民協働推進課において処理する。 

第９ 委任 

この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。 

附 則 

この要綱は、１９９９年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０００年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、２００２年６月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の日以後最初に委嘱された委員に対する第４の規定の適用については、第４中「２

年」とあるのは「委嘱をされた日からその翌年度の３月３１日まで」とする。 

附 則 

この要綱は、２００８年４月１日から適用する。 
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町田市男女平等参画協議会委員名簿 

  
※敬称略/区分ごと・五十音順 

氏 名 所 属 区 分 
【いしはら まさよし】 

石原 正義 
町田市介護人材開発センター長 学識経験者 

【こんどう わかな】 
近藤 わかな 

多摩総合法律事務所 弁護士 〃 

【すぎうら いくこ】 
○ 杉浦 郁子 

和光大学現代人間学部 准教授 〃 

【ひろおか もりほ】 
◎ 広岡 守穂 中央大学法学部 教授 〃 

【やまだ りゅうじ】 
山田 隆司 

やまだ社会保険労務士事務所 

社会保険労務士 
〃 

【あおしま みつひろ】 
青島 充宏 

町田商工会議所事務局長 
男女平等推進関係団体の

代表 
【よりおか えりこ】 
依岡 えり子 

森野三丁目保育園理事・園長 〃 

【きたむら のぼる】 
北村 昌 

  公募市民 

【ごとう ももえ】 
後藤 百枝 

  〃 

【やだ のぶひさ】 
矢田 信久 

  〃 

◎：委員長 ○：副委員長  

委員の任期：２０１５年７月２８日～２０１７年３月３１日 

 

町田市男女平等参画協議会の検討経過 

回 開  催  日 主  な  内  容 

１ ２０１６年 ６月 ６日 ○第３次町田市男女平等推進計画進捗状況報告 

○男女平等参画に関するアンケート調査 

２ ２０１６年 ６月２１日 ○第３次町田市男女平等推進計画進捗状況調査について 

○男女平等参画に関する国・都・民間の動向について 

３ ２０１６年 ７月１９日 ○第３次町田市男女平等推進計画進捗状況調査の確定について 

○第４次男女平等推進計画の体系案について 

４ ２０１６年 ８月１７日 ○第４次男女平等推進計画の体系案について 

○第４次男女平等推進計画の原稿について 

５ ２０１６年 ９月１２日 ○第４次男女平等推進計画の体系案について 

○第４次男女平等推進計画の原稿について 

６ ２０１６年 ９月２９日 ○第４次男女平等推進計画の原稿について 

－ ２０１６年１２月１４日 ○パブリックコメント実施（２０１７年１月１３日まで） 
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町田市男女平等推進会議 

町田市男女平等推進会議設置要綱 
平成９年５月１日施行 

市民部市民協働推進課 

改正 ２００９年４月１日 

２０１０年４月１日 

２０１１年４月１日 

２０１２年４月１日 

２０１３年７月１日 

２０１５年４月１日 

注 ２００８年１２月以降の改正沿革のみ登載 

町田市女性関係施策連絡協議会設置要綱（１９８０年８月１日実施）の全部を改正する。 

第１ 設置 

町田市の男女平等に関する施策の総合的な推進を図るため、町田市男女平等推進会議（以下「推進

会議」という。）を置く。 

第２ 所掌事項 

推進会議の所掌事項は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 男女平等に関する施策の総合調整に関すること。 

（２） 男女平等に関する施策の調査、研究及び立案に関すること。 

（３） 男女平等に関する施策の推進に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

第３ 組織 

１ 推進会議は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長、副会長及び委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

第４ 会長等 

１ 会長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

第５ 会議 

１ 推進会議は、必要に応じ会長が招集する。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、推進会議に委員以外の職員の出席を求めることができる。 

第６ 幹事会 

１ 推進会議に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、推進会議から付議された事項について調査、検討する。 

３ 幹事会は、幹事長及び幹事をもって組織する。 

４ 幹事長は、市民部市民協働推進課男女平等・消費生活担当課長の職にある者をもって充てる。 

５ 幹事は、第２項の規定により付議された事項に関係する課の課長のうちから会長が指名する者を

もって組織する。 

６ 幹事会は、必要に応じ幹事長が招集する。 
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７ 幹事長は、必要があると認めるときは、幹事会に幹事以外の職員の出席を求めることができる。 

第７ 専門部会 

１ 推進会議に専門部会を置く。 

２ 専門部会は、推進会議又は幹事会から付議された事項について調査、検討する。 

３ 専門部会は、前項の規定により付議された事項に関係する課の職員のうちから会長が指名する者

をもって組織する。 

４ 専門部会は、必要に応じ会長又は幹事長が招集する。 

第８ 庶務 

推進会議、幹事会及び専門部会（以下「推進会議等」という。）の庶務は、市民部市民協働推進課

において処理する。 

第９ 委任 

この要綱に定めるもののほか、推進会議等の運営について必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、１９９７年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、１９９７年１０月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、１９９８年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、１９９９年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、２０００年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、２００３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、２００４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、２００７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２００８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２００８年５月１５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２００９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０１０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０１１年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、２０１２年４月１日から適用する。 
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附 則 

この要綱は、２０１３年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０１５年４月１日から適用する。 

別表（第３関係） 

会長  市民部担当副市長 

副会長 市民協働推進担当部長 

委員  政策経営部長 

経営改革室長 

総務部長 

財務部長 

市民部長 

文化スポーツ振興部長 

地域福祉部長 

いきいき生活部長 

保健所長 

子ども生活部長 

経済観光部長 

環境資源部長 

建設部長 

都市づくり部長 

下水道部長 

議会事務局長 

学校教育部長 

生涯学習部長 

町田市民病院事務部長 
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町田市男女平等推進会議の検討経過 

開  催  日 主  な  内  容 

２０１６年 ４月２１日 ［第１回推進会議・幹事会・専門部会］ 

○第４次男女平等推進計画策定の趣旨等を説明 

２０１６年 ８月 ４日 ［第２回推進会議］ 

○第４次男女平等推進計画体系案の確認 

２０１６年 ８月 ［専門部会］ 

○第４次男女平等推進計画の取組調査実施 

２０１６年 ９月 ［専門部会］ 

○個別ヒアリングの実施 

２０１６年１０月１７日 ［第３回推進会議］ 

○第４次男女平等推進計画素案の確認 

２０１６年１０月１８日 ［第２回幹事会・専門部会］ 

○第４次男女平等推進計画素案の確認 
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男女平等に関する施策の国内外の主な動き 
 

 年 世  界 日  本 東京都 町田市 

 １９７５年 

（昭和５０年） 

・国際婦人年 

「国際婦人年世界会議」開

催（世界行動計画採択） 

・「義務教育諸学校等の女

子教育職員及び医療施

設、社会福祉施設等の看

護婦、保母等の育児休業

に関する法律」公布（昭和

５１年４月１日施行）女子

教育職員・看護婦・保母

等を対象 

・総理府に「婦人問題企画

推進本部」、「婦人問題企

画推進会議」、「婦人問題

担当室」設置 

  

国
連
婦
人
の
十
年 

１９７６年 

（昭和５１年） 

・「国際婦人の十年」始まる

（～１９８５年） 

・民法一部改正（離婚後の

氏の選択自由化） 

・都民生活局婦人計画課設

置 

 

１９７７年 

（昭和５２年） 

 ・「国内行動計画」策定  

・「国内行動計画前期重点

目標」発表  

  

１９７８年 

（昭和５３年） 

 ・国内行動計画第１回報告

書発表 

・東京都婦人問題会議より

「東京都行動計画策定に

当たっての基本的な考え

方と施策の方向につい

て」答申 

・「婦人問題解決のための

東京都行動計画」策定 

 

１９７９年 

（昭和５４年） 

・ニューデリーにおいて

「『国連婦人の十年世界会

議』ＥＳＣＡＰ地域政府間

準備会議」開催 

・第３４回国連総会「女子差

別撤廃条約」採択 

  ・市内婦人団体研修会開催 

１９８０年 

（昭和５５年） 

・コペンハーゲンにおいて

「国連婦人の十年中間年

世界会議」開催/「国連婦

人の十年後半期行動プ

ログラム」採択 

・初の女性大使誕生 

・民法一部改正（配偶者法

定相続分に関して） 

・「女子差別撤廃条約」署名 

 ・第１回婦人の問題を考え

るつどい開催 

・「町田市婦人の生活をよく

する連絡会」発足及び結

成 

・企画部企画課内に婦人問

題担当窓口を設置 

・「町田市婦人関係行政連

絡協議会」設置 

１９８１年 

（昭和５６年） 

・「女子差別撤廃条約」発

効 

・ILO 総会「ILO 第１５６

号条約」（男女労働者特

に家庭的責任を有する

労働者の機会均等およ

び均等待遇に関する条

約）採択 

・国内行動計画後期重点目

標発表 

  

１９８２年 

（昭和５７年） 

  ・東京都婦人問題協議会

「「国連婦人の１０年」後半

期における東京都婦人関

係施策のあり方につい

て」答申 
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 年 世  界 日  本 東京都 町田市 

国
連
婦
人
の
十
年 

１９８３年 

（昭和５８年） 

  ・婦人問題解決のための新

東京都行動計画「男女の

平等と共同参加へのとうき

ょうプラン」策定 

 

１９８４年 

（昭和５９年） 

・東京において「『国連婦人

の十年世界会議』ＥＳＣＡ

Ｐ地域政府間準備会議」

開催 

・「国籍法及び戸籍法の一

部を改正する法律」公布

（１９８５．１．１施行子の国

籍に関する父母両系主義

の採用） 

  

１９８５年 

（昭和６０年） 

・「国連婦人の十年最終年

世界会議」開催（「ナイロビ

将来戦略を採択」） 

・「国民年金法等の一部を

修正する法律」公布 

・「男女雇用機会均等法」公

布 

・「女子差別撤廃条約」批准 

・同条約発効 

・東京都婦人問題協議会

「男女平等の社会的風土

づくり」報告 

・第１２回「婦人のつどい」

開催「国際婦人の１０年最

終年を記念して」 

 １９８６年 

（昭和６１年） 

 ・「婦人問題企画推進有識

者会議」設置 

・「男女雇用機会均等法」施

行 

 ・「町田市婦人会館建設準

備懇談会」設置 

 １９８７年 

（昭和６２年） 

 ・「新国内行動計画」策定し

男女共同参加型社会形

成をめざす 

・東京都婦人問題協議会

「２１世紀へ向けての新た

な展開」報告 

・婦人会館建設準備懇談会

「町田市婦人会館建設に

ついて」報告書 

・「町田市婦人会館建設審

議会」設置 

 １９８８年 

（昭和６３年） 

 ・「農山漁村婦人の日」設定 

・「高齢者保健福祉推進十

か年戦略（ゴールドプラ

ン）」策定 

 ・婦人会館建設審議会「町

田市婦人会館建設につ

いて－基本構想－」答申 

 １９８９年 

（平成元年） 

 ・「新学習指導要領」告示 

・「法例」改正（婚姻、親子

関係等における男性優先

規定の改正） 

・東京都婦人問題協議会

「２１世紀へ向けて男女平

等の実現をめざして」報

告 

 

 １９９０年 

（平成２年） 

・国連婦人の地位委員会

「ナイロビ将来戦略勧告」

採択  

・「生涯学習の振興のため

の施策の推進体制等の

整備に関する法律」公布 

・「老人福祉法等の一部を

改正する法律」公布・在宅

サービスの法的位置づけ 

・東京都女性問題協議会

「２１世紀へ向け女性問題

解決のための新たな行動

計画について」報告 

・「町田市女性関係施策連

絡協議会」設置（婦人関

係行政連絡会議を改称） 

 １９９１年 

（平成３年） 

 ・「新国内行動計画」の第一

次改定 

・「育児休業法」公布  

・女性問題解決のための東

京都行動計画「２１世紀へ  

男女平等推進とうきょうプ

ラン」策定 

・東京都男女平等推進基金

設置 

・「町田市女性行動計画検

討委員会」設置 

 １９９２年 

（平成４年） 

 ・「育児休業法」施行 

・「農山漁村女性に関する

中長期ビジョン」策定 

・初の婦人問題担当大臣設

置 

・財団法人東京女性財団設

立 

 

 １９９３年 

（平成５年） 

・世界人権会議 

「ウィーン宣言及び行動

計画」で女性の平等の地

位と女性の人権について

採択 

・国連総会「女性に対する

暴力の撤廃に関する宣

言」採択 

・中学校での家庭科の男女

必修完全実施 

・「男女共同参画型社会づ

くりに関する推進体制の

整備について」婦人問題

企画推進本部決定 

・「短時間労働者の雇用管

理の改善等に関する法

律」（パートタイム労働法）

公布 

・東京都女性問題協議会

「都政における男女平等

施策の新たな展開に向け

て」報告 

・女性行動計画検討委員会
「男女平等参画型社会を
めざして」提言 

  



 44 

 年 世  界 日  本 東京都 町田市 

 １９９４年 

（平成６年） 

・「『開発と女性』に関する第

２回アジア・太平洋大臣会

議」開催 

・国際人口・開発会議開催 

・高等学校での家庭科の男

女必修実施 

・総理府に「男女共同参画

室」「男女共同参画審議

会」設置 

・総理府に「男女共同参画

推進本部」設置 

・ＥＳＣＡＰ地域準備会議（ジ

ャカルタ）「ジャカルタ宣

言」（地域行動計画を含

む）採択 

・「今後の子育て支援のた

めの施策の基本的方向に

ついて」（エンゼルプラ

ン）策定 

・「新ゴールドプラン」策定 

・当面の緊急保育対策等を

推進するための基本的考

え方」（緊急保育対策等５

か年事業）を策定 

 ・「町田市女性行動計画ま
ちだ女性プラン－男女平
等参画型社会をめざして
－（第１次）」策定 

 １９９５年 

（平成７年） 

・「第４回世界女性会議」を

北京で開催 

・「行動綱領（北京宣言）」を

採択 

・「育児休業法」改正、「育

児・介護休業法」成立 

・ILO１５６号条約批准 

・「農業者年金法の一部を

改正する法律」公布/農

業経営に携わる配偶者

の年金加入権 

・東京ウィメンズプラザ開

館 

・女性情報・啓発誌「まち
だの女性」創刊 
・電話女性悩みごと相談
開始 

１９９６年 

（平成８年） 

・「第１５回女子差別撤廃委

員会」ニューヨークで開催  

・ジュネーブにおいて「第８３

回ＩＬＯ総会」を開催、家内

労働に関する条約及び勧

告を採択  

・ソウルにおいてＥＳＣＡＰ

主催「北京行動綱領実施

のための女性の地位向上

のためのナショナルマシ

ーナリー強化に関する地

域会議」を開催 

・法制審議会「民法改正案

要綱」答申/選択的夫婦

別氏制、離婚破綻主義採

用、非嫡出子均等相続 

・男女共同参画推進本部

は、平成７年度末におい

て国の審議会等におけ

る女性委員の登用目標

１５％を達成（１５．５％）

したことを踏まえ、新た

な数値目標を本部決定 

・「優生保護法の一部を改

正する法律」成立 

・男女共同参画審議会が、 

「男女共同参画ビジョン

－２１世紀の新たな価値

の創造―」を内閣総理大

臣に答申 

・男女共同参画推進本部

は、「男女共同参画２０００

年プラン－男女共同参

画社会の形成の促進に

関する西暦２０００年（平

成１２年度）までの国内

行動計画－」を決定 
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 年 世  界 日  本 東京都 町田市 

 １９９７年 

（平成９年） 

・「第１６回女子差別撤廃委

員会」ニューヨークにおい

て開催 

・第４１回婦人の地位委員

会」をニューヨークにおい

て開催 

・婦人少年問題審議会等

関係審議会は、「雇用の

分野における男女の均

等な機会及び待遇の確

保等のための労働省関

係法律の整備に関する

法律案要綱」について、

労働大臣に対し答申 

・労働省は「女性労働者の

能力発揮促進に関する

研究会」の検討結果であ

る「女性労働者の能力発

揮促進のための企業の

自主的取組のガイドライ

ン」を公表 

・「男女共同参画審議会設

置法」公布 

・「雇用の分野における男

女の均等な機会及び待

遇の確保等のための労

働省関係法律の整備に

関する法律」公布、募集

採用等における性差別

禁止、セクハラ防止の配

慮義務等を規定 

・「男女共同参画２０００年

プランに関する第一回

報告書」発表 

・「介護保険法」公布 

・東京都女性問題協議会

「男女が平等に参画する

まち東京」報告 

・「町田市女性行動計画 ま

ちだ女性プラン進捗状況

報告書」発行 

・市民部市民活動室男女平

等推進係に組織改正 

・町田市男女平等推進会議

設置（町田市女性関係施

策事務連絡協議会を全部

改定） 

 １９９８年 

（平成１０年） 

・「女子差別撤廃委員会」ニ

ューヨークにおいて開催 

（第１８・１９回） 

・フィリピンにおいてＡＰＥＣ

女性問題担当大臣会合開

催 

・「特定非営利活動促進

法」公布 

・「男女共同参画２０００年

プランに関する第２回報

告書」発表 

・男女共同参画審議会答

申 

・中央省庁党改革推進本

部において、内閣府に

男女共同参画を担当す

る局を設置することが承

認される 

・男女平等推進のための

東京都行動計画「男女

が平等に参画するまち

東京プラン」策定 

・「改訂版町田市女性行動

計画まちだ女性プラン－

男女平等参画型社会をめ

ざして－」策定 

 １９９９年 

（平成１１年） 

・「第２０回女子差別撤廃委

員会」ニューヨークにおい

て開催  

・「男女共同参画社会基本

法案」国会提出 

・同法成立・施行 

・「雇用の分野における男

女の均等な機会及び待

遇の確保等に関する法

律」改正 

・「育児・介護休業法」施行 

 ・男女平等に関する町田市

職員の意識調査実施 

・町田市男女平等推進セン

ター開設 

・市民部男女平等推進セン

ターに組織変更 
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 年 世  界 日  本 東京都 町田市 

 ２０００年 

（平成１２年） 

・国連特別総会「女性２０００

年会議：２１世紀に向けて

の男女平等・開発・平和」

ニューヨークにおいて開

催「政治宣言」および「成

果文書」採択 

・介護保険法に基づく「介

護保険制度」開始 

・「児童虐待の防止等に関

する法律」成立、施行 

・「ストーカー規制法」成

立、施行 

・男女共同参画審議会より

「女性に対する暴力に関

する基本的方策につい

て」答申 

・男女共同参画審議会より

「男女共同参画基本計

画策定に当たっての基

本的な考え方」答申、男

女共同参画社会の確立

を２１世紀の最重要課題

と位置付ける 

・答申に基づき男女共同

参画室が「男女共同参

画基本計画」を策定 

・「東京都男女平等参画基

本条例」成立、施行 

・専門面接相談開始 

・「改訂版町田市女性行動

計画まちだ女性プラン－

男女平等参画型社会を

めざして－進捗状況報告

書」発行 

・町田市男女平等推進セン

ター運営委員会設置 

・男女平等推進のためのシ

ンボルマークを決定 

 ２００１年 

（平成１３年） 

 ・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する法律」公布、施行 

・男女共同参画会議専門

調査会より「仕事と子育

ての両立支援策につい

て」報告 

・「改正育児・介護休業法」

成立 

・児童福祉法一部改正 

・東京都男女平等参画審

議会「男女平等参画の

ための東京都行動計画

の基本的考え方」中間の

まとめ、答申 

・町田市男女平等参画懇談

会「町田市第２次女性行

動計画(男女平等推進計

画)策定に当たっての基

本的な考え方」報告 

・男女平等参画都市宣言 

・第１回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・男女平等推進情報紙「男

女平等推進センターだよ

り」創刊 

・町田市男女平等に関する

アンケート調査実施 

 ２００２年 

（平成１４年） 

 ・「改正育児・介護休業法」

施行。看護休暇制度導

入の努力義務、短時間

勤務、フレックスタイム制

度の対象拡大など 

 

・「男女平等参画のための
東京都行動計画 －チャ
ンス＆サポート東京プラ
ン２００２」策定 

・第２回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・「町田市男女平等推進計

画（第２次）」策定 

・町田市男女平等参画協議

会設置 

 ２００３年 

（平成１５年） 

 ・男女共同参画推進本部

｢女性のチャレンジ支援

策の推進について｣決定 

 ・第３回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

 ２００４年 

（平成１６年） 

 ・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する法律」の改正及び

同法に基づく基本方針

の策定 

･東京都男女平等参画審

議会調査審議報告「配

偶者暴力に関する被害

実態の把握・分析及び

対策について」 

・第４回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

 ２００５年 

（平成１７年） 

・第４９回国連婦人の地位委

員会／「北京＋１０」閣僚級

会合開催（ニューヨーク）  

・男女共同参画会議「男女

共同参画社会の形成の促

進に関する施策の基本的

な方向について」答申 
・「男女共同参画基本計
画（第２次）」成立 

 ・第５回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・「町田市男女平等推進計

画（用語改訂版）」発行 

・町田市男女平等に関する

アンケート調査実施 
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 年 世  界 日  本 東京都 町田市 

 ２００６年 

（平成１８年） 

 ・「男女共同参画基本計

画（第２次）」スタート 

･「東京都配偶者暴力対策

基本計画」策定 

･東京都男女平等参画審

議会答申「男女平等参

画のための東京都行動

計画の改定にあたって

の基本的考え方につい

て」 

・第６回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・「男女平等に関するアン

ケート調査報告書」発行 

 ２００７年 

（平成１９年） 

 ・「改正育児・介護休業

法」施行、対象労働者

の範囲の拡大、育児休

業対象期間の延長、取

得回数制限の緩和など 

・「改正男女雇用機会均

等法」施行、男女双方

に対する差別や間接

差別、妊娠・出産など

を理由とする不利益な

取り扱いの禁止など 

・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する法律」の改正 

・「仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）憲

章」・「仕事と生活の調和

推進のための行動指

針」策定 

・「男女平等参画のための

東京都行動計画」の改

定「チャンス＆サポート

東京プラン２００７」 

・第７回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・「町田市男女平等推進計

画進捗状況調査報告書

－２００５年度・２００６年度

－」発行 

・《女性悩みごと相談業務》

委託化。インセンティブ

予算獲得。 

・《女性悩みごと相談》土曜

日の電話相談開設 

・「町田市男女平等推進計

画 改訂版」策定 

 ２００８年 

（平成２０年） 

 ・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する法律」施行 

・「次世代育成支援対策推

進法」改正 

 ・市制５０周年記念第８回ま

ちだ男女平等フェスティ

バル開催 

・市民部市民協働推進課男

女平等推進センターに組

織改正 

・「町田市男女平等推進計

画  改訂版（第２版）」発

行 

 ２００９年 

（平成２１年） 

  ･「東京都配偶者暴力対策

基本計画」の改定 

・第９回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・第１回仕事と家庭の両立

推進企業賞表彰 

 ２０１０年 

（平成２２年） 

・第５４回国連婦人の地位委

員会／「北京＋１５」開催

（ニューヨーク） 

・「第３次男女共同参画基

本計画」策定 

・「仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）憲

章」・「仕事と生活の調和

推進のための行動指

針」改定 

 ・第１０回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・第２回仕事と家庭の両立

推進企業賞表彰 

・町田市男女平等に関する

アンケート調査実施 

 ２０１１年 

（平成２３年） 

・ジェンダー平等と女性の

エンパワーメントのための

国際機関（UN Women）発

足 

  ・「男女平等参画に関する

アンケート調査報告書」

発行 

・第１１回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・第３回仕事と家庭の両立

推進企業賞表彰 

・男女平等参画都市宣言１０

周年記念事業実施 

・男女平等推進計画策定検

討委員会設置 
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 年 世  界 日  本 東京都 町田市 

 ２０１２年 

（平成２４年） 

  ・「男女平等参画のための

東京都行動計画」の改

定「チャンス＆サポート

東京プラン２０１２」 

･「東京都配偶者暴力対策

基本計画」の改定 

・第１２回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・第４回仕事と家庭の両立

推進企業賞表彰 

・《女性悩みごと相談》面接

相談を拡充 

・多目的実習室、活動室を

一般利用開始（条例一部

改正。登録団体は減免を

適用）施設予約システム

併用 

 ２０１３年 

（平成２５年） 

 ・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等

に関する法律」の一部改

正 

 ・第１３回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・第５回仕事と家庭の両立

推進企業賞表彰 

・「第３次町田市男女平等

推進計画」策定 

 ２０１４年 

（平成２６年） 

 ・すべての女性が輝く社

会づくり本部の設置 

・「すべての女性が輝く政

策パッケージ」策定 

・「仕事と介護の両立支

援」のポータルサイト開

設 

 ・第１４回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・第６回仕事と家庭の両立

推進企業賞表彰 

・「町田市内企業実態調査

報告書」発行 

 ２０１５年 

（平成２７年） 

・第５９回国連婦人の地位委

員会（「北京＋２０」記念会

合）（ニューヨーク） 

・「女性のチャレンジ応援プ

ラン」策定 

・「第４次男女共同参画基本

計画」策定 

・「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法

律」公布 

 ・第１５回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・第７回仕事と家庭の両立

推進企業賞表彰 

 

 ２０１６年 

（平成２８年） 

  ・「東京都女性活躍推進白

書」策定 

・第１６回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・第８回仕事と家庭の両立

推進企業賞表彰 

・町田市男女平等に関する

アンケート調査実施 

 ２０１７年 

（平成２９年） 

   ・第１７回まちだ男女平等フ

ェスティバル開催 

・第９回仕事と家庭の両立

推進企業賞表彰 

・「第４次町田市男女平等

推進計画」策定 

・「男女平等参画に関する

アンケート調査報告書」

発行 
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関連法令 
 

 

 

（昭和 21 年 11 月 3 日 公布  

昭和 22 年 5 月 3 日 施行） 

 

（基本的人権の享有） 

第１１条 国民は、すべての基本的人権の享有を

妨げられない。この憲法が国民に保障する基本的

人権は、侵すことのできない永久の権利として、

現在及び将来の国民に与へられる。 

 

（個人の尊重と公共の福祉） 

第１３条 すべて国民は、個人として尊重される。

生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利につ

いては、公共の福祉に反しない限り、立法その他

の国政の上で、最大の尊重を必要とする。 

 

（法の下の平等） 

第１４条 すべて国民は、法の下に平等であって、

人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、

政治的、経済的又は社会的関係において、差別さ

れない。 

（２、３項略） 

 

（家族生活における個人の尊厳と両性の平等） 

第２４条 婚姻は、両性の合意のみに基づいて成

立し、夫婦が同等の権利を有することを基本とし

て、相互の協力により、維持されなければならな

い。 

 

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、

離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事項

に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的

平等に立脚して、制定されなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本国憲法（抄） 
 



 50 

 

  

 

（平成十一年法律第七十八号） 

 

目次  

前文  

第一章 総則（第一条―第十二条）  

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基

本的施策（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画審議会（第二十一条―第二十

六条） 

附則  

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法

の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた

様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつ

つ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必

要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化

等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応してい

く上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任

も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能

力を十分に発揮することができる男女共同参画社会

の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の

実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課

題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図

っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本

理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かっ

て国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の

形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するた

め、この法律を制定する。 

 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、

社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社

会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参

画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

基本となる事項を定めることにより、男女共同参画

社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目

的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。  

 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会

の対等な構成員として、自らの意思によって

社会のあらゆる分野における活動に参画す

る機会が確保され、もって男女が均等に政治

的、経済的、社会的及び文化的利益を享受す

ることができ、かつ、共に責任を担うべき社

会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置  前号に規定する機会

に係る男女間の格差を改善するため必要な

範囲内において、男女のいずれか一方に対し、

当該機会を積極的に提供することをいう。  

 

（男女の人権の尊重）  

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人と

しての尊厳が重んぜられること、男女が性別による

差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能

力を発揮する機会が確保されることその他の男女の

人権が尊重されることを旨として、行われなければ

ならない。 

 

 

男女共同参画社会基本法 
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（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社

会における制度又は慣行が、性別による固定的な役

割分担等を反映して、男女の社会における活動の選

択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男

女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれ

があることにかんがみ、社会における制度又は慣行

が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影

響をできる限り中立なものとするように配慮されな

ければならない。 

 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会

の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体に

おける政策又は民間の団体における方針の立案及び

決定に共同して参画する機会が確保されることを旨

として、行われなければならない。 

 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成す

る男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養

育、家族の介護その他の家庭生活における活動につ

いて家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、

当該活動以外の活動を行うことができるようにする

ことを旨として、行われなければならない。 

 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会

における取組と密接な関係を有していることにかん

がみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下

に行われなければならない。 

 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共

同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本

理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以

下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有

する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男

女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準

じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特

性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。 

 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の

社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなけ

ればならない。 

 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政

上の措置その他の措置を講じなければならない。 

 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社

会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策についての報告を提出し

なければならない。 

 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画

社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにし

た文書を作成し、これを国会に提出しなければなら

ない。 

 

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基

本的施策 

 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計

画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定め

なければならない。 



 52 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項につ

いて定めるものとする。 

 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策を総合的か

つ計画的に推進するために必要な事項  

 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴

いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならない。  

 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定

があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画

を公表しなければならない。 

 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更

について準用する。 

 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘

案して、当該都道府県の区域における男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策についての基本的な

計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）

を定めなければならない。 

 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項

について定めるものとする。  

 

一 都道府県の区域において総合的かつ長

期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区

域における男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

るために必要な事項 

 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県

男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参

画計画」という。）を定めるように努めなければなら

ない。 

 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画

計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社

会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、

及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形

成に配慮しなければならない。 

 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通

じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適

切な措置を講じなければならない。 

 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の

形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦

情の処理のために必要な措置及び性別による差別的

取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する

要因によって人権が侵害された場合における被害者

の救済を図るために必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女

共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究

その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の策定に必要な調査研究を推進するように努める

ものとする。 

 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的
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協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関と

の情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関す

る国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要

な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体

が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動

を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を

講ずるように努めるものとする。 

 

 

第三章 男女共同参画会議 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会

議」という。）を置く。  

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三

条第三項に規定する事項を処理すること。  

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大

臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同

参画社会の形成の促進に関する基本的な方

針、基本的な政策及び重要事項を調査審議

すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審

議し、必要があると認めるときは、内閣総

理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べ

ること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の実施状況を監視し、

及び政府の施策が男女共同参画社会の形成

に及ぼす影響を調査し、必要があると認め

るときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に

対し、意見を述べること。  

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内を

もって組織する。  

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

 

２ 議長は、会務を総理する。 

 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちか

ら、内閣総理大臣が指定する者  

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた

識見を有する者のうちから、内閣総理大臣

が任命する者 

 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員

の総数の十分の五未満であってはならない。  

 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一

方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分

の四未満であってはならない。  

 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二

年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることが

できる。  

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するため

に必要があると認めるときは、関係行政機関の長に

対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提



 54 

出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必

要があると認めるときは、前項に規定する者以外の

者に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組

織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事

項は、政令で定める。  

 

附 則（平成十一年六月二十三日法律第七十八号） 

抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。  

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律

第七号）は、廃止する。  

附 則 （平成十一年七月十六日法律第百二号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律

（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

 

    （施行の日＝平成十三年一月六日）  

一 略  

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四

条第三項、第二十三条、第二十八条並びに

第三十条の規定 公布の日  

 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次

に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員そ

の他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）

の任期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定

めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に

満了する。 

 

一から十まで 略  

十一 男女共同参画審議会  

 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほ

か、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、

別に法律で定める。  

附 則 （平成十一年十二月二十二日法律第百六十

号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、

平成十三年一月六日から施行する。 

（以下略） 
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目次  

 前文  

 第一章 総則（第一条―第七条）  

 第二章 基本的施策（第八条―第十一条）  

 第三章 男女平等参画の促進（第十二条・第十三

条）  

 第四章 性別による権利侵害の禁止（第十四条）  

 第五章 東京都男女平等参画審議会（第十五条―

第十九条）  

 附則  

 

 

男性と女性は、人として平等な存在である。男女

は、互いの違いを認めつつ、個人の人権を尊重しな

ければならない。  

東京都は、男女平等施策について、国際社会や国

内の動向と協調しつつ、積極的に推進してきた。長

年の取組により男女平等は前進してきているものの、

今なお一方の性に偏った影響を及ぼす制度や慣行な

どが存在している。  

本格的な少子高齢社会を迎え、東京が今後も活力

ある都市として発展するためには、家庭生活におい

ても、社会生活においても、男女を問わず一人一人

に、その個性と能力を十分に発揮する機会が確保さ

れていることが重要である。男女が社会の対等な構

成員として社会のあらゆる分野の活動に共に参画す

ることにより、真に調和のとれた豊かな社会が形成

されるのである。  

すべての都民が、性別にかかわりなく個人として

尊重され、男女が対等な立場であらゆる活動に共に

参画し、責任を分かち合う男女平等参画社会の実現

を目指し、ここに、この条例を制定する。  

 

 

 

   第一章 総則 

 

（目的）  

第一条 この条例は、男女平等参画の促進に関し、

基本理念並びに東京都（以下「都」という。）、都民

及び事業者の責務を明らかにするとともに、都の施

策の基本的事項を定めることにより、男女平等参画

の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下

「男女平等参画施策」という。）を総合的かつ効果的

に推進し、もって男女平等参画社会を実現すること

を目的とする。  

 

（定義）  

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

 

一 男女平等参画 男女が、性別にかかわり

なく個人として尊重され、及び一人一人にそ

の個性と能力を発揮する機会が確保される

ことにより対等な立場で社会のあらゆる分

野における活動に共に参画し、責任を分かち

合うことをいう。  

二 積極的改善措置 社会のあらゆる分野

における活動に参画する機会についての男

女間の格差を改善するため、必要な範囲にお

いて、男女のいずれか一方に対し、当該機会

を積極的に提供することをいう。  

三 セクシュアル・ハラスメント 性的な言

動により当該言動を受けた個人の生活の環

境を害すること又は性的な言動を受けた個

人の対応により当該個人に不利益を与える

ことをいう。  

 

（基本理念）  

第三条 男女平等参画は、次に掲げる男女平等参画

社会を基本理念として促進されなければならない。  

東京都男女平等参画基本条例 
 



 56 

一 男女が、性別により差別されることなく、

その人権が尊重される社会  

二 男女一人一人が、自立した個人としてそ

の能力を十分に発揮し、固定的な役割を強制

されることなく、自己の意思と責任により多

様な生き方を選択することができる社会  

三 男女が、子の養育、家族の介護その他の

家庭生活における活動及び政治、経済、地域

その他の社会生活における活動に対等な立

場で参画し、責任を分かち合う社会  

 

（都の責務）  

第四条 都は、総合的な男女平等参画施策を策定し、

及び実施する責務を有する。  

 

２ 都は、男女平等参画施策を推進するに当たり、

都民、事業者、国及び区市町村（特別区及び市町村

をいう。以下同じ。）と相互に連携と協力を図ること

ができるよう努めるものとする。  

 

（都民の責務）  

第五条 都民は、男女平等参画社会について理解を

深め、男女平等参画の促進に努めなければならない。  

 

２ 都民は、都が行う男女平等参画施策に協力する

よう努めなければならない。  

 

（事業者の責務）  

第六条 事業者は、その事業活動に関し、男女平等

参画の促進に努めなければならない。  

 

２ 事業者は、都が行う男女平等参画施策に協力す

るよう努めなければならない。  

 

（都民等の申出）  

第七条 都民及び事業者は、男女平等参画を阻害す

ると認められること又は男女平等参画に必要と認め

られることがあるときは、知事に申し出ることがで

きる。  

 

２ 知事は、前項の申出を受けたときは、男女平等

参画に資するよう適切に対応するものとする。  

 

   第二章 基本的施策 

 

（行動計画）  

第八条 知事は、男女平等参画の促進に関する都の

施策並びに都民及び事業者の取組を総合的かつ計画

的に推進するための行動計画（以下「行動計画」と

いう。）を策定するものとする。  

 

２ 知事は、行動計画を策定するに当たっては、都

民及び事業者の意見を反映することができるよう、

適切な措置をとるものとする。  

 

３ 知事は、行動計画を策定するに当たっては、あ

らかじめ東京都男女平等参画審議会及び区市町村の

長の意見を聴かなければならない。  

 

４ 知事は、行動計画を策定したときは、これを公

表しなければならない。  

 

５ 前三項の規定は、行動計画の変更について準用

する。  

 

（情報の収集及び分析）  

第九条 都は、男女平等参画施策を効果的に推進し

ていくため、男女平等参画に関する情報の収集及び

分析を行うものとする。  

 

（普及広報）  

第十条 都は、都民及び事業者の男女平等参画社会

についての理解を促進するために必要な普及広報活

動に努めるものとする。  

 

（年次報告）  

第十一条 知事は、男女平等参画施策の総合的な推

進に資するため、男女平等参画の状況、男女平等参

画施策の実施状況等について、年次報告を作成し、
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公表するものとする。  

 

   第三章 男女平等参画の促進  

 

（決定過程への参画の促進に向けた支援）  

第十二条 都は、国若しくは地方公共団体における

政策又は民間の団体における方針の決定過程への男

女平等参画を促進するための活動に対して、情報の

提供その他必要な支援を行うよう努めるものとする。  

 

（雇用の分野における男女平等参画の促進）  

第十三条 事業者は、雇用の分野において、男女平

等参画を促進する責務を有する。  

 

２ 知事は、男女平等参画の促進に必要と認める場

合、事業者に対し、雇用の分野における男女の参画

状況について報告を求めることができる。  

 

３ 知事は、前項の報告により把握した男女の参画

状況について公表するものとする。  

 

４ 知事は、第二項の報告に基づき、事業者に対し、

助言等を行うことができる。  

 

   第四章 性別による権利侵害の禁止  

 

第十四条 何人も、あらゆる場において、性別によ

る差別的取扱いをしてはならない。  

 

２ 何人も、あらゆる場において、セクシュアル・

ハラスメントを行ってはならない。  

 

３ 家庭内等において、配偶者等に対する身体的又

は精神的な苦痛を著しく与える暴力的行為は、これ

を行ってはならない。  

 

 

 

 

   第五章 東京都男女平等参画審議会  

 

（設置）  

第十五条 行動計画その他男女平等参画に関する重

要事項を調査審議するため、知事の附属機関として

東京都男女平等参画審議会（以下「審議会」という。）

を置く。  

 

（組織）  

第十六条 審議会は、知事が任命する委員二十五人

以内をもって組織する。  

 

２ 委員は、男女いずれか一方の性が委員総数の四

割未満とならないように選任しなければならない。  

 

（専門委員）  

第十七条 専門の事項を調査するため必要があると

きは、審議会に専門委員を置くことができる。  

 

（委員の任期）  

第十八条 委員の任期は二年とし、補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨

げない。  

 

２ 専門委員の任期は、専門の事項に関する調査が

終了するまでとする。  

 

（運営事項の委任）  

第十九条 この章に規定するもののほか、審議会の

組織及び運営に関し必要な事項は、知事が定める。   

 

   附 則  

 この条例は、平成十二年四月一日から施行する。 
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用語説明 
 

■ＮＰＯ 

Ｎｏｎ－Ｐｒｏｆｉｔ－Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎの略称です。非営利の市民団体のことで、

ボランティア活動などの社会貢献活動を行う営利を目的としない団体の総称です。 

 

■エンパワーメント 

力（パワー）をつけることの意です。女性のエンパワーメントは、女性が自分自身の生活と人

生を決定する権利と能力を持ち、様々なレベルの意思決定過程に参画し、社会的・経済的・政治

的な状況を変えていく力を持つことを意味します。 

 

■ジェンダー 

人間には生まれついての生物学的性別（セックス／ｓｅｘ）があります。一方、社会通念や慣

習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」「女性像」があり、このような男性、女性

の別を「社会的性別」（ジェンダー／ｇｅｎｄｅｒ）と言います。「社会的性別」は、それ自体に

良い、悪いという価値を含むものではなく、国際的にも使われています。 

 

■ストーカー 

特定の人に対して好意または怨恨を抱いてつきまとう行為です。「ストーカー行為等の規制等

に関する法律（ストーカー規制法）」により、ストーカー行為は犯罪と定められています。 

 

■性的指向・性自認 

性的指向とは、人の恋愛・性愛がいずれの性別を対象とするかを表すものであり、具体的には、

恋愛・性愛の対象が異性に向かう異性愛、同性に向かう同性愛、男女両方に向かう両性愛を指し

ます。 

性自認とは、心の性別です。身体が男であろうと女であろうと関係なく、自分の“性別”をど

のように“自認”しているかということです。この性自認と身体の性別の差が大きい人達が性同

一性障害と呼ばれています。 

 

■男女共同参画社会基本法 

男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を

明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定める

ことにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的として、平成１１

年６月２３日法律第７８号として、公布、施行されました。 

 

■ナイロビ戦略 

正式には｢西暦２０００年に向けての婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略｣。３７２項目

からなる２０００年に向けて達成すべき課題の方向性を示したものです。将来戦略は、序章、Ⅰ

平等、Ⅱ発展、Ⅲ平和、Ⅳ特殊な状況の婦人、Ⅴ国際及び地域協力の６章から構成されています。 
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■ハラスメント 

いろいろな場面での「嫌がらせ、いじめ」を言います。その種類は様々ですが、他者に対する

発言・行動等が本人の意図には関係なく、相手を不快にさせたり、尊厳を傷つけたり、不利益を

与えたり、脅威を与えることを指します。 

 

■ＰＤＣＡサイクル 

Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔｉｏｎ（改善）を繰り返すこ

とで、計画や施策を改善していく手法です。 

 

■ポジティブ・アクション（積極的改善措置） 

自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会に係る男女間の格差を

改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供する

ことです（男女共同参画社会基本法第２条）。 

 

 



 

 

シンボルマーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一人ひとりがその人らしく生きるまちだプラン 

（第４次町田市男女平等推進計画） 
 

発 行 年 月：２０１７年３月 

発 行 者：町田市 

編   集：市民部 市民協働推進課 男女平等推進センター 

〒１９４－００１３ 

東京都町田市原町田４－９－８ 

電話０４２（７２３）２９０８ 

刊行物番号：１６－７９ 

 

わたしたちは、十人十色それぞれの個性を持っ

ています。老若男女の区別なく、一人ひとりが自

分の持つ能力を発揮し、みんなで社会を支え合っ

ている様子を表現しました。 

男女平等参画都市宣言を契機として、花火が大

きく輝き、ひろがっていくように、一人ひとりが

男女平等参画社会をつくっていこうという決意

と願いをこめています。 



 

 

  



 

 

 


